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平成 26 年度 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

 総括研究報告書 

重症循環器疾患等に関する医療内容の評価に資するデータレジストリ 

システムの構築に関する研究 

研究代表者 嶋津 岳士 大阪大学大学院医学系研究科 救急医学 教授 

研究要旨 

【目的】 

1)心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止等の重症循環器疾患等について、コアとなる共通のレジストリシステム・
ネットワークを構築すること。 

2)病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医療提供プロセスの評価ならびにクオリティインジケーター
の検討を行い、見える化をはかること。 

3)重症循環器疾患等の危険因子、予後規定因子等について検討し、発症予測・予後予測を通じた予防的アプ
ローチ・先進医療の実現をめざすこと。 

4)各関係学会にとって自律的運営が可能なレジストリを構築し、研究班以外の外部の研究者等にも広く利用
可能な形とすること。 

【方法】 

上記目的を達成するために、①コアレジストリ（CR）の設計・構築と運用を行うコアレジストリグループ
に加え、②心筋梗塞、③脳卒中、④病院前心停止の各重症循環器疾患別にワーキンググループを立ち上げ、
研究代表者の進行管理の元、検討を進めた。更に、地域の救急ニーズの多くを占める高齢者救急医療の実態を
把握するため、⑤高齢者救急レジストリに関するワーキンググループも組織し、検討を進めた。 

初年度に、各種重症循環器疾患等に対する医療内容を評価するために必要な項目の検討と既存のレジスト
リの状況についての調査を行い、CRシステムの概要設計を行った。H26年度はCRを実践するパイロットス
タディ（PS）を開始し、レジストリを地域網羅的に進めるに当たっての課題抽出を進めた。また、日本救急
医学会と連携し、院外心停止に関する医療機関到着後の情報を網羅したレジストリの継続的発展の基盤整備を
進めた。 

【結果】 

研究初年度は研究体制を整備するとともに、各種重症循環器疾患に対する医療内容を評価するために必要
なコア項目の検討と既存レジストリの現状調査を行い、データベースの構築と運用方法を検討、システムの
概要設計を進めた。合わせて、PS用のシステム環境の整備、フィールドの準備を進めた。重症循環器疾患の
医療提供プロセス評価に資するコア項目の選定、コンセンサス形成を進め、CRを構築した。現場負担の少な
いレジストリ方法を検討するために、FAX-OCRならびにWEBシステムを用いた2つのCRデータベースシステ
ムを用意した。 

研究2年目となるH26年度は、日本救急医学会と連携し、院外心停止に関する多施設共同レジストリを全国
の救急医療機関の協力を得て開始するとともに、地域を網羅するモデルを函館市に設定した。日本救急医学会
レジストリでは、H27年3月末時点で、開始後10ヶ月で3799件の症例が登録され、年間1万件を超える院外心
停止症例を登録し、継続的に評価していく体制を整備した。また、脳卒中・急性冠症候群等の心停止以外の重
症循環器疾患に関するCRのPSを大阪府泉州地域で開始した。更に、大阪府堺市でもPSの準備を進めている。
PSを通じて、登録の負担を軽減し、レジストリを地域網羅的に進めるに当たっての課題抽出を進めている。 

H26年度に開始した大阪府泉州地域のPSにおいては、地域網羅的データレジストリ構築を目指しているが、
各医療機関の入力に関する負担が当初の想定よりも大きいことが明らかとなった。データ入力に当たっての負
担、障壁の軽減が地域を網羅した救急レジストリの構築には不可欠であるため、障壁、課題を抽出し、解決
策を探るためのアンケート調査を実施した。アンケート調査の結果、収集すべき項目が電子カルテ上に存在
しないということが最も大きな障壁であるということが示唆された。引き続き、PSの運営を通じてCRシステ
ムの改修を進め、全国展開可能なCRの標準化を図っていく予定である。集計されるパイロットデータについ
ては、心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止、小児救急医療、高齢者救急医療に関わるワーキンググループ毎に、
医療内容の評価に資する内容か否か検討を加え、具体的な提言をまとめる予定である。また、モデル地域内
の一部医療施設にて、DPCデータとの連携を試みる予定である。 
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Ａ．研究目的  

本研究の目的は、以下のとおりである： 

1)心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止等の重症循環
器疾患等について、コアとなる共通のレジスト
リシステム・ネットワークを構築すること。 

2)病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医
療提供プロセスの評価ならびにクオリティイン
ジケーターの検討を行い、見える化をはかるこ
と。 

3)重症循環器疾患等の危険因子、予後規定因子等
について検討し、発症予測・予後予測を通じた
予防的アプローチ・先進医療の実現をめざすこ
と。 

4)各関係学会にとって自律的運営が可能なレジス
トリを構築し、研究班以外の外部の研究者等に
も広く利用可能な形とすること。 

 

Ｂ．研究方法 

上記目的を達成するために、①コアレジストリ
（CR）の設計・構築と運用を行うコアレジストリグ
ループに加え、②心筋梗塞、③脳卒中、④病院前心
停止の各重症循環器疾患別にワーキンググループを
立ち上げ、研究代表者の進行管理の元、検討を進め
る。更に、地域の救急ニーズの多くを占める高齢者
救急医療の実態を把握するため、⑤高齢者救急レジ
ストリに関するワーキンググループも組織し、検討
を行う。 

まず重症循環器疾患のためのCRに必要な項目と
仕様を明らかにする。続いて、モデル地区を設定し
てパイロットスタディ（PS）を行い、作成したCRの
問題点・改善点を明らかにする。同時に、疾患別に
既存のレジストリとの統合、活用性についても検証
を行う。レジストリデータを用いて、病院内外を問
わず、地域全体を包括した医療提供プロセスと医療
内容について評価を行い、クオリティインジケータ
ーを明らかにする。 

①コアレジストリグループ：嶋津、織田、森村、大
田、清水、川内、北村 

CRの設計・構築と運用を行う。技術的な事項に関
しては専門企業等に委託を行う。CRの内容および機
能としては、病院前データ、医療機関データを連結
し、病院前から医療機関まで、発症から治療までを
包含できるよう設計する。CRの作成に当たっては、
疾患別レジストリグループと十分な連携を図る。ま
た、DPCデータ、NDBデータの活用も検討していく。 

1) 総務省消防庁救急蘇生統計と医療機関データ
の統合：平成17年から全国的に実施されてい
る全ての搬送院外心停止傷病者に関する救急

蘇生記録と医療機関レジストリを統合する。 

2) DPCデータ、NDBデータの医療機関レジスト
リへの活用：DPCデータ、NDBデータを活用
できる形で重症循環器疾患のCRを構築してい
く。2年目には、モデル地域にてパイロットス
タディを行い、CRのfeasibilityを確認すると
ともに必要な改修を行う。3年目以降、レジス
トリを全国救命救急センターに発展させ、全
国レベルのＣＲへと展開していく。モデル地
域内の一部医療機関にて、DPCデータとの連
携を試みる。 

小児救急に関するレジストリにも発展させていく
目的で、小児救急の専門家も分担者として加わる。
また、個人情報に配慮したデータの連結運用および
研究班以外の外部の研究者等による利用を促進する
ために、疫学研究、公衆衛生の専門家も加わる。 

②心筋梗塞レジストリグループ：木村、石見 

循環器学会と情報を共有し、既存の心疾患レジス
トリとの統合性を持たせ、心筋梗塞や急性冠症候群
の診療の質、医療体制、プレホスピタルケアを評価、
フィードバックができるシステムを構築する。 

③脳卒中レジストリグループ：飯原、坂本 

脳卒中学会と連携をとり、脳卒中症例を対象に、
これまで明らかになった診療施設情報、患者の重症
度に加えて、病院前救護などの因子が、脳卒中のア
ウトカムに与える影響を可視化する。 

④病院前心停止レジストリグループ：石見、丹野、
上村 

消防機関による救急蘇生統計に加え、病院到着後
の医療データを拡充した新たな病院前心停止レジス
トリを構築する。日本救急医学会と連携し、全国の
救命救急センターを中心に、学会主導でコアレジス
トリを運営する体制の構築を進めるとともに、課題
の抽出を行う。 

⑤高齢者救急レジストリグループ：石見、織田、
北村 

重症循環器疾患に対するレジストリシステムを有
効に機能させるために、地域の救急ニーズの多くを
占める高齢者救急医療の実態を把握できるようレジ
ストリ項目の検討を行う。 

 

行程表 

1年目：各種重症循環器疾患等に対する医療内容を
評価するために必要な項目の検討と既存のレジスト
リの状況についての調査を行い、データベースの構
築と運用方法を検討、システムの概要設計を行う。
関連学会と協力体制を作り、それぞれのワーキング
グループ（上記②③④⑤）を立ち上げる。 
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ワーキンググループにおいて既存の関連するレジ
ストリの問題点を抽出すると同時に、既存のレジス
トリとの統合を図るために必要なデータベースを作
成。各疾患に適したレジストリを構築する。 

2年目：モデル地域にて、パイロットスタディ（PS）
を開始する。PSの運営を通じて、CRシステムの改
修を進め、全国展開可能な標準化を図る。また、モ
デル地域内の一部医療施設にて、DPCデータとの連
携を試みる。病院前心停止については、日本救急医
学会と連携し、学会主導でコアレジストリを運営・
継続する体制の構築を進めるとともに、課題の抽出
を行う。 

3年目：PSの結果を踏まえてシステムの修正を行い、
全国展開に必要な要件を定義する。全国救命救急セ
ンターとの連携体制の構築、既存のレジストリとの
統合体制を整備する。 

4年目以降：地域医療計画への導入提案に加え、循環
器学会、脳卒中学会等関係の学術団体を通じて救急
医療領域の大規模レジストリの標準規格としての提
言を目指す。 

倫理的配慮 

・研究者は世界医師会ヘルシンキ宣言を遵守し、疫
学研究に関する倫理指針に沿って研究対象者の個人
の尊重と人権を守る。 

・医療・介護関係事業者における個人情報の適切な
取扱いのためのガイドラインを遵守し、患者個人情
報の取り扱いに細心の注意をはらって実施する。 

・研究実施にあたっては、研究者の所属機関・施設
の倫理委員会、および研究参加施設の倫理委員会よ
り承認を得る。 

・解析用データベースの作成に当たって個人同定情
報を削除する。 

・研究内容について、対象地域の大学、研究参加施
設のホームページ等での情報公開を行う。 

 

初年度は、各種重症循環器疾患等に対する医療内
容を評価するために必要な項目の検討と既存のレジ
ストリの状況についての調査を行い、データベース
の構築と運用方法を検討、システムの概要設計を行
った。関連学会と協力体制を作り、重症循環器疾患
別にワーキンググループ（上記②③④⑤）を立ち上
げ、検討を進めた。 

ワーキンググループにおいて既存の関連するレジ
ストリの問題点を抽出すると同時に、既存のレジス
トリとの統合を図るために必要なデータベースを作
成することを目指し、各疾患に対する診療の質、医
療体制、プレホスピタルケアを評価、フィードバッ
クができるレジストリを構築した。 

CRの内容および機能としては、病院前データ、医
療機関データを連結し、病院前から医療機関まで、
発症から治療までを包含できるよう設計を進めた。
CRの作成に当たっては、疾患別レジストリグループ
と十分な連携を図り、DPCデータ、NDBデータの活
用も前提に、システム設計を行った。 

H26年度はCRを実践するPSを開始し、症例の集
積を進めるとともに、レジストリを地域網羅的に進
めるに当たっての課題抽出を行った。また、日本救
急医学会と連携し、院外心停止に関する医療機関到
着後の情報を網羅したレジストリの継続的発展の基
盤整備を進めた。 

Ｃ．研究結果 

研究2年目となるH26年度は、平成25年度に構築し
た、各種重症循環器疾患に対する医療内容を評価す
るために必要な項目を網羅したCRについて、主たる
研究機関である大阪大学にて倫理委員会の承認を受
けた上で、モデル地域である大阪府泉州地域（対象
人口約90万人）にてPSを開始した。PS開始に当た
っては、対象地域の人口を網羅すべく、地域の主た
る医療機関8施設に研究への参画を呼び掛けており、
対象施設の参加が得られると、年間約４万件程度の
地域の全救急搬送症例を網羅する大規模なレジスト
リとなる。しかし、多数症例の登録を求められる医
療機関との調整は容易ではなく、平成26年11月の時
点では、4施設の参加でPSをスタートすることとな
った。残りの医療機関についても、本研究の趣旨に
ご理解をいただいており、参画の方向ではあるが、
入力担当者をどうするか、入力に必要な情報をどの
ように医療記録から抽出するかなど、現場の負担を
軽減しつつ、医療内容の評価に資するデータを得る
ために、引き続き調整を続けている。 

PSへの研究協力機関でのやり取りを通じ、データ
レジストリへの参画に当たっての現場の負担感が想
定以上に大きいことが明らかとなった。データ入力
に当たっての負担、障壁の軽減が地域を網羅した救
急レジストリの構築には不可欠であるため、障壁、
課題を抽出し、解決策を探るためのアンケート調査
（資料①）を泉州地域で先行して症例登録を行って
いる４施設ならびに本研究班分担研究者所属施設８
施設を対象に実施した。アンケート調査の結果、電
子カルテ上に存在しない項目はデータ収集すること
が困難、医学的に専門的な項目は一部の医療機関で
は入力することが困難、入力に際しては入力するタ
イミングや職種などに配慮する必要があるなどの課
題が明らかになった。 

引き続き、PSの運営を通じてCRシステムの改修
を進め、全国展開可能なCRの標準化を図っていく予
定である。集計されるパイロットデータについては、
心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止、小児救急医療、
高齢者救急医療に関わるワーキンググループ毎に、
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医療内容の評価に資する内容か否か検討を加える予
定である。 

DPCデータとの連携の可能性については、DPC様式1
データが、レジストリ登録の助けになるか検証を行い、様
式１のみであれば、データベースへの取り込み/変換に
はほとんど手間がかからないことが判明した。時刻関係、
発症日時、正確な既往歴、来院時の血圧等のデータは
様式1から得るのは困難であるが、少なからぬ項目のデ
ータが様式1から拾い上げられ、登録の効率化/省力化
に資すると考えられた（資料②）。今後は、モデル地域内
の一部医療施設にて、DPCデータとの連携を試みる
予定である。 

病院前心停止については、H25年度に引き続き、
消防機関の救急蘇生統計をベースに、日本救急医学
会と連携を図り、病院前後の蘇生記録を連結できる
レジストリの構築、学会主導でのコアレジストリ枠
組み作りを進め、平成26年6月より全国での登録を開
始した。平成27年3月末時点で、全国の救命救急セン
ターを中心に、90を超える医療機関から参加の申し
出があり、74施設が倫理委員会の承認を受けて登録
を開始。開始後10ヶ月で3799件の院外心停止症例の
データが登録されており、年間1万件を超える大規模
なレジストリに発展する見込みである。北海道函館
市では地域を網羅する病院外心停止例の登録を進め
ており、地域の約9割の心肺停止患者の搬送先である
市立函館病院のレジストリ体制を構築をした。現行
の診療録と医療事務を活用した効率的なレジストリ
登録体制を構築し、実際にレジストリに関わる医師、
医療事務への調査でも入力作業の負担は少なく施行
できていることがわかり、医師数が十分ではない地
方病院でも効率的なレジストリ体制を構築すること
で継続的な登録が可能であることが証明された。 

PSおよび学会との連携を進めるとともに、CR設
計に当たって、視察を行った重症循環器疾患に対す
るレジストリを有する先行地域である米国アリゾナ
州、ワシントン州の研究者らと情報を交換し、運用
に当たっての課題解決を進めるとともに、今後の展
望について意見交換を行った。また、アメリカ心臓
協会学術集会（AHA Scientific session2014）におい
ても同種のレジストリ運用に関わる情報収集に努め
た。 

 

Ｄ．考察 

本研究の第一の特色は、コアとなる共通のレジス
トリシステム（CR）を構築することによって、消防
機関のプレホスピタルデータ（救急蘇生統計、救急
活動記録）と医療機関のデータ（DPC、NDB等）を
活用するとともに、既存のレジストリの利用を行う
ことである。第二の特色はCRの運用体制で、救命救
急センターを中心とした全国的レジストリへの展開
を図るとともに、消防機関、各学会、医療機関が連

携して運用できる体制を目指していることである。 

CRシステム・ネットワークの構築自体が、従来の
個別のレジストリの枠組みを越えたものであり、既
存の種々のデータベースを利用するための共通のプ
ラットフォームの役割を果たす。重症循環器疾患以
外の疾患、例えば、小児救急、喘息、高齢者の骨折・
肺炎、中毒などの疾患群にも応用可能であり、医療
情報収集の基盤整備が推進され、集められたデータ
は地域の救急医療提供体制等を立案するための基礎
資料として活用可能となる。 

本レジストリ研究を通じての最大の課題は、如何
に効率的、効果的データ入力方法を構築するかにあ
る。そのために、データ項目の標準化、現場負担の
軽減によるFeasibility向上、低コスト化、消防機関
が収集している救急活動記録・ウツタイン統計や都
道府県が運用している救急医療情報システムにおけ
る救急搬送患者のデータベース等との有機的連携、
安全性（個人情報の保護）、救急疾患に対する診療・
救急活動を検証し、PDCAを回すこと、を実現してい
く必要がある。そのため、本研究では、FAX OCRシ
ステムとWeb入力システムという2種類のレジスト
リシステムを用意し、医療機関側の負担軽減を試み
ている。 

しかし、情報の入力に際して全ての医療機関で電
子カルテから情報を取得しており、電子カルテ上に
収集すべき項目の登録、記載がないと、情報収集自
体が困難であることが明らかになった。また、入力
する職種も様々なであるため、医学的に専門的な内
容については職種、施設によっては入力が困難であ
ることが明らかになった。 

将来的には、医療機関側の電子カルテに救急活動
検証に必要なコア項目を必須化していくこと、ユニ
ークIDにより病院前の消防機関情報と医療機関で得
られる情報を連結することが有効であると考えられ
た。 
研究最終年度となるH27年度は、PS、アンケー
ト調査を踏まえた全国展開のための CR改訂を行う
とともに、継続的な救急医療の質評価を可能とする
具体的な提言を行う予定である。標準規格として提
案する指標を用いた救急医療の質評価を具体的に提
示するために、パイロットデータの分析を行い、地
域を網羅した救急データベースによる医療提供プロ
セスの評価の例示を行う。また、本研究で検討した
医療提供プロセスの評価ならびにクオリティインジ
ケーターの活用を具体化するため、各都道府県のメ
ディカルコントロール、地域医療計画における具体
的数値目標の設定状況を調査するとともに、本研究
で構築した CR、クオリティインジケーターの導入
を促し、全国的な救急救命医療現場の質の向上を目
指す。 
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Ｅ．結論 

前年度に確立したCRを元に、PSを開始し、症例の
集積を進めるとともに、レジストリを地域網羅的に
進めるに当たっての課題抽出を行った。また、日本
救急医学会と連携し、院外心停止に関する医療機関
到着後の情報を網羅したレジストリの継続的発展の
基盤整備を進めた。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特記事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

 

2.  学会発表 

森村 尚登, 石見 拓：JAAM-OHCAﾚｼﾞｽﾄﾘの展望と課
題．第42回日本救急医学会総会 OHCA特別委員会企
画オープンミーティング.2014.10.30 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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平成 26 年度 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

 分担研究報告書 
 

コアレジストリに関する研究 
 

コアレジストリグループ 

研究分担者 嶋津 岳士 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 教授 

  研究分担者 森村 尚登 横浜市立大学大学院医学研究科救急医学 主任教授 

研究分担者 織田 順 東京医科大学 救急・災害医学分野 准教授 

研究分担者 清水 直樹 東京都立小児総合医療センター救命・集中治療部 部長 

研究分担者 川内 敦文 高知県健康政策部医療政策課 課長 

研究分担者 大田 祥子 一般社団法人HIMAP 代表理事 

研究分担者 北村 哲久 大阪大学大学院医学系研究科社会環境医学 助教 

研究協力者 吉矢 和久 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 助教 

 

研究要旨 

本グループの目的は、①病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医療提供プロセスの評価ならびにクオ
リティインジケーターの検討を行い、「見える化」をはかること、②重症循環器疾患等の危険因子、予後規
定因子等について検討し、発症予測・予後予測を通じた予防的アプローチ・先進医療の実現をめざすこと、
③各関係学会にとって自律的運営が可能なレジストリを構築し、研究班以外の外部の研究者等にも広く利用
可能な形とすること、であり、その目的のために心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止等の重症循環器疾患等に
ついて、コアとなる共通のレジストリシステム・ネットワークを構築することである。 

初年度に、既存の関連するレジストリの問題点を抽出すると同時に、各疾患に対する診療の質、医療体制、
プレホスピタルケアを評価、フィードバックができるレジストリを構築した。コアレジストリ（CR）の内容
および機能としては、病院前データ、医療機関データを連結し、病院前から医療機関まで、発症から治療ま
でを包含できるよう設計を進めた。CRの設計に当たっては、①既存のレジストリとの統合性、②重症循環器
疾患に対する診療の質、病院前を含む医療体制を評価し、フィードバック可能であること、③消防機関、医
療機関及び行政機関の既存のレジストリとの連携による効率的運用、④個人情報に配慮したデータの運用およ
び外部の研究者等による幅広い利用促進、を共通の課題に設定して検討を進めた。重症循環器疾患に対する
診療の質、医療体制を評価するためには、対象地域をできる限り網羅することが重要とのコンセンサスを得
て、地域を網羅する前提で、各疾患のアウトカムに影響しうるコア項目の絞り込みを進めた。病院前心停止
については、消防機関の救急蘇生統計をベースに、日本救急医学会と連携を図り、病院前後の蘇生記録を連
結できるレジストリの構築、学会主導でのコアレジストリ枠組み作りを進めた。 

研究2年目となるH26年度は、構築したCRを実践するPSを開始し、症例の集積を進めるとともに、レジス
トリを地域網羅的に進めるに当たっての課題抽出を行った。大阪府泉州地域のPSにおいては、地域網羅的デ
ータレジストリ構築を目指しているが、各医療機関の入力に関する負担が当初の想定よりも大きいことが明ら
かとなった。データ入力に当たっての負担、障壁の軽減が地域を網羅した救急レジストリの構築には不可欠
であるため、障壁、課題を抽出し、解決策を探るためのアンケート調査を実施した。アンケート調査の結果、
データ収集する項目が電子カルテ上に存在しない、医学的に専門的であることが円滑なデータ収集の障壁で
あるということが示唆された。 DPCデータとの連携の可能性についても検討を進め、DPC様式1データのみであれ
ば、データベースへの取り込み/変換にはほとんど手間がかからないことが判明した。時刻関係、発症日時等のデータ
は様式1から得るのは困難であるが、少なからぬ項目のデータが様式1から拾い上げられ、登録の効率化/省力化に資
すると考えられた。引き続き、PSの運営を通じてCRシステムの改修を進め、全国展開可能なCRの標準化を図
っていく予定である。 
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Ａ．研究目的  

本グループの目的は、 

①病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医療
提供プロセスの評価ならびにクオリティインジケー
ターの検討を行い、「見える化」をはかること、 

②重症循環器疾患等の危険因子、予後規定因子等に
ついて検討し、発症予測・予後予測を通じた予防的
アプローチ・先進医療の実現をめざすこと、 

③各関係学会にとって自律的運営が可能なレジスト
リを構築し、研究班以外の外部の研究者等にも広く
利用可能な形とすること、 

であり、その目的のために心筋梗塞、脳卒中、病院
前心停止等の重症循環器疾患等について、コアとな
る共通のレジストリシステム・ネットワークを構築
することである。 

Ｂ．研究方法 

上記目的を達成するために、本グループは、コア
レジストリ（CR）の設計・構築と運用を行うコアレ
ジストリグループとして、まず重症循環器疾患のた
めのCRに必要な項目と仕様を明らかにしようとし
た。続いて、モデル地区を設定してパイロットスタ
ディを行い、作成したCRの問題点・改善点を明らか
にすることとした。同時に、疾患別に既存のレジス
トリとの統合、活用性についても検証を行い、レジ
ストリデータを用いて、病院内外を問わず、地域全
体を包括した医療提供プロセスと医療内容について
評価を行い、クオリティインジケーターを明らかに
することであった。 

具体的には、CRの設計・構築と運用を行うために、
技術的な事項に関しては専門企業等に委託を行うこ
ととした。CRの内容および機能としては、病院前デ
ータ、医療機関データを連結し、病院前から医療機
関まで、発症から治療までを包含できるよう設計す
る。CRの作成に当たっては、疾患別レジストリグル
ープと十分な連携を図る。また、DPCデータ、NDB
データの活用も検討していく予定とした。項目設定
ならびにシステム作成においては、以下の点を留意
した。 

①総務省消防庁救急蘇生統計と医療機関データの統
合：平成17年から全国的に実施されている全ての搬
送院外心停止傷病者に関する救急蘇生記録と医療機
関レジストリを統合すること。 

②DPCデータ、NDBデータの医療機関レジストリ
への活用：DPCデータ、NDBデータを活用できる形
で重症循環器疾患のCRを構築していく。2年目には、
モデル地域にてパイロットスタディを行い、CRの
feasibilityを確認するとともに必要な改修を行う。モ
デル地域内の一部医療機関にて、DPCデータとの連
携を試みる。3年目以降、レジストリを全国救命救急
センターに発展させ、全国レベルのＣＲへと展開し
ていくこと。 

本グループの1年目は、各種重症循環器疾患等に対
する医療内容を評価するために必要な項目の検討と
既存のレジストリの状況についての調査を行い、デ
ータベースの構築と運用方法を検討、システムの概
要設計を行って、ワーキンググループにおいて既存
の関連するレジストリの問題点を抽出すると同時に、
既存のレジストリとの統合を図るために必要なデー
タベースを作成し、各疾患に対する診療の質、医療
体制、プレホスピタルケアを評価、フィードバック
ができる各疾患に適したレジストリを構築した。 

2年目となるH26年度は、モデル地域にて、CRを
実装したPSを開始する。PSの運営を通じて、CRシ
ステムの改修を進め、全国展開可能な標準化を図る。
また、モデル地域内の一部医療施設にて、DPCデー
タとの連携を試みる。PSへの研究協力機関でのやり
取りを通じ、データレジストリへの参画に当たって
の現場の負担感が想定以上に大きいことが明らかと
なったため、データ入力に当たっての障壁、課題を
抽出し、解決策を探るためのアンケート調査を実施
した（資料①）。 

Ｃ．研究結果 

研究初年度は、各種重症循環器疾患に対する医療
内容を評価するために必要なコア項目の検討と既存
レジストリの現状調査を行い、データベースの構築
と運用方法を検討、システムの概要設計を進め、重
症循環器疾患に対する診療の質、医療体制、プレホ
スピタルケアを評価、フィードバックができるCRを
構築した。合わせて、PS用のシステム環境の整備、
フィールドの準備を進めた。 

CRの内容および機能としては、病院前データ、医
療機関データを連結し、病院前から医療機関まで、
発症から治療までを包含できるよう設計を進めた。
CRの作成に当たっては、疾患別レジストリグループ
と十分な連携を図り、DPCデータ、NDBデータの活
用も前提に、システム設計を行った。 

研究2年目となるH26年度は、平成25年度に構築し
たCRについて、主たる研究機関である大阪大学にて
倫理委員会の承認を受けた上で、モデル地域である
大阪府泉州地域（対象人口約90万人）にてPSを開始
した。PS開始に当たっては、対象地域の人口を網羅
すべく、地域の主たる医療機関8施設に研究への参画
を呼び掛けており、対象施設の参加が得られると、
年間約4万件程度の地域の全救急搬送症例を網羅す
る大規模なレジストリとなる。しかし、多数症例の
登録を求められる医療機関との調整は容易ではなく、
平成26年11月の時点では、4施設の参加でPSをスタ
ートすることとなった。残りの医療機関についても、
本研究の趣旨にご理解をいただいており、参画の方
向ではあるが、入力担当者をどうするか、入力に必
要な情報をどのように医療記録から抽出するかなど、
現場の負担を軽減しつつ、医療内容の評価に資する
データを得るために、引き続き調整を続けている。 

PSへの研究協力機関でのやり取りを通じ、データ
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レジストリへの参画に当たっての現場の負担感が想
定以上に大きいことが明らかとなった。データ入力
に当たっての負担、障壁の軽減が地域を網羅した救
急レジストリの構築には不可欠であるため、障壁、
課題を抽出し、解決策を探るためのアンケート調査
を泉州地域で先行して症例登録を行っている４施設
ならびに本研究班分担研究者所属施設８施設を対象
に実施した。アンケート調査は主にデータを入力す
るシステムならびに運用方法に関する質問と収集す
るデータ項目に関する質問を行った。 

まず、データの入力するにあたり、傷病者に関す
る情報を収集するリソースとしては全施設で電子カ
ルテから必要な情報を取得していることが明らかに
なった。一方で、必要な情報が電子カルテ上には存
在しないため、市販のデータベースソフトを活用し
た独自のデータベースから情報を収集したり、救急
隊の搬送記録票より情報を収集する例が認められた。
症例の情報登録を行うタイミングについては、多く
の医療機関で一週間や一ヶ月単位でまとめて情報を
入力しているが、中には症例ごとに情報を入力して
いる医療機関も認められた。入力を担当する職種に
ついては、半数が医師と回答している一方で残りの
半数は診療情報管理士もしくは看護師資格を有する
事務職員と回答した。本入力システムは、インター
ネットを介した直接入力とFAX OCRを用いたデー
タ送信による入力システムの２系統の入力手段があ
るが、その利用についてはwebを介した直接入力が
７割を占めていた。 

次に、収集するデータ項目について質問を行った
ところ、「独居」項目については電子カルテをはじ
めとする医療機関で使用しているリソースに登録さ
れていないため調査、入力に手間を要する、入力す
ること自体が困難で不正確になるなどの意見が多く
寄せられた。また、modified rankin scaleや外傷デ
ータバンク登録の有無については一部の医療機関か
ら専門的でわからないなどの意見が寄せられた。本
レジストリは救急患者に関するレジストリであるた
め緊急性を要する場面が多く、既往歴などの一般的
な情報項目についても、緊急時には収拾すること事
態が困難であるなどの意見もあった。 

DPCデータとの連携の可能性については、DPC様式1
データが、レジストリ登録の助けになるか検証を行い、様
式１のみであれば、データベースへの取り込み/変換に
はほとんど手間がかからないことが判明した。時刻関係、
発症日時、正確な既往歴、来院時の血圧等のデータは
様式1から得るのは困難であるが、少なからぬ項目のデ
ータが様式1から拾い上げられ、登録の効率化/省力化
に資すると考えられた（資料②）。今後は、モデル地域内
の一部医療施設にて、DPCデータとの連携を試みる
予定である。引き続き、PSの運営を通じてCRシス
テムの改修を進め、全国展開可能なCRの標準化を図
っていく予定である。 

PSを進めるとともに、CR設計に当たって、視察を
行った重症循環器疾患に対するレジストリを有する

先行地域である米国アリゾナ州、ワシントン州の研
究者らと情報を交換し、運用に当たっての課題解決
を進め、今後の展望について意見交換を行った。ま
た、アメリカ心臓協会学術集会（AHA Scientific 
session2014）においても同種のレジストリ運用に関
わる情報収集に努めた。 

  

Ｄ．考察 

本研究の第一の特色は、コアとなる共通のレジス
トリシステム（CR）を構築することによって、消防
機関のプレホスピタルデータ（救急蘇生統計、救急
活動記録）と医療機関のデータ（DPC、NDB等）を
活用するとともに、既存のレジストリの利用を行う
ことである。第二の特色はCRの運用体制で、救命救
急センターを中心とした全国的レジストリへの展開
を図るとともに、消防機関、各学会、医療機関が連
携して運用できる体制を目指していることである。 

CRシステム・ネットワークの構築自体が、従来の
個別のレジストリの枠組みを越えたものであり、既
存の種々のデータベースを利用するための共通のプ
ラットフォームの役割を果たす。重症循環器疾患以
外の疾患、例えば、小児救急、喘息、高齢者の骨折・
肺炎、中毒などの疾患群にも応用可能であり、医療
情報収集の基盤整備が推進され、集められたデータ
は地域の救急医療提供体制等を立案するための基礎
資料として活用可能となる。 

本レジストリ研究を通じての最大の課題は、如何
に効率的、効果的データ入力方法を構築するかにあ
る。そのために、データ項目の標準化、現場負担の
軽減によるFeasibility向上、低コスト化、消防機関
が収集している救急活動記録・ウツタイン統計や都
道府県が運用している救急医療情報システムにおけ
る救急搬送患者のデータベース等との有機的連携、
安全性（個人情報の保護）、救急疾患に対する診療・
救急活動を検証し、PDCAを回すこと、を実現して
いく必要がある。そのため、本研究では、FAX OCR
システムとWeb入力システムという2種類のレジス
トリシステムを用意し、医療機関側の負担軽減を試
みている。 

今回先行して症例登録を行っている施設ならびに
分担研究者所属施設において情報収集に関するアン
ケート調査を行った結果、システム開発過程で医療
機関側の負担軽減を考慮したが、様々な問題点が明
らかになった。まず、情報収集の運用については全
施設で電子カルテから情報を収集している一方で、
「独居」などの本システム開発過程において公衆衛
生上分析が必要と考え、設定した項目については電
子カルテ上に存在しないため、入力が困難もしくは
入力が不正確といった課題が明らかになった。電子
カルテに記載すべき項目については、各医療機関に
おいて開発過程で設計されるものであり、国として
収集すべき項目の設定がないため生じているものと
考えられ、全国的に収集するのであればさらに検討
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する必要がある。次にデータを入力するタイミング
については、医療機関の規模、搬送される傷病者数
などによって左右されるものと考えられる。今後、
全国的に情報収集することを拡大していくのであれ
ば、入力されるタイミングが異なることを考慮し、
収集したデータのクリーニングのためにも入力期限
を設けることが必要であると考えられる。情報の入
力者については医学的な見地が求められることから、
医師による入力が半数を占めている一方で、診療情
報管理士や看護師資格を有する事務職員が行ってい
る施設も散見された。医師の事務作業の軽減を図る
ことは傷病者レジストリの構築には不可欠であると
考えられ、診療情報管理士の養成や入力に対する報
酬などを検討する必要があると考えられる。データ
収集項目については医学的見地から必要と設定した
ものの、入力する医療機関によっては医学的に過度
に専門的である場合も存在するため、項目設定につ
いてはバランスの調整や、医学用語の定義の啓蒙な
ど入力する立場になったサポートが必要であると考
えられる。 

将来的には、医療機関側の電子カルテに救急活動
検証に必要なコア項目を必須化していくこと、ユニ
ークIDにより病院前の消防機関情報と医療機関で得
られる情報を連結することが有効であると考えられ
た。 
研究最終年度となるH27年度は、PS、アンケー
ト調査を踏まえた全国展開のための CR改訂を行う
とともに、継続的な運用が可能な体制構築に向けた
具体的な提言を行う予定である。またパイロットデ
ータの分析を行い、地域を網羅した救急データベー
スによる医療提供プロセスの評価を行う。また、本
研究で検討した医療提供プロセスの評価ならびにク
オリティインジケーターの活用を具体化するため、
各都道府県のメディカルコントロール、地域医療計
画における具体的数値目標の設定状況を調査すると
ともに、本研究で構築した CR、クオリティインジ
ケーターの導入を促し、全国的な救急救命医療現場
の質の向上を目指す。 

Ｅ．結論 

前年度に確立したCRを元に、PSを開始し、症例の
集積を進めるとともに、レジストリを地域網羅的に
進めるに当たっての課題抽出を行った。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特記事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

 

2.  学会発表 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他  
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平成 26 年度 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

 分担研究報告書 
 

心筋梗塞レジストリに関する研究 
 

心筋梗塞レジストリグループ  

研究分担者 木村 剛 京都大学医学研究科 循環器内科 教授 

研究分担者 石見 拓 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 准教授 

研究協力者 塩見 紘樹 京都大学医学研究科 循環器内科  

研究協力者 横田 順一朗 市立堺病院 副院長 

研究協力者 吉矢 和久 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 助教 

研究協力者 川村 孝 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 教授 

研究協力者 島本 大也 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学  

研究協力者 林田 純人 大阪市消防局救急課 課長代理 

研究協力者 松岡 哲也 地方独立行政法人りんくう総合医療センター大阪府泉州救命救急センター副病院長 

研究協力者 中尾 彰太 地方独立行政法人りんくう総合医療センター大阪府泉州救命救急センター 医長 

研究協力者 片山 祐介 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 医員 

研究要旨 

【目的】 

心筋梗塞をはじめとした急性冠症候群（acute coronary syndrome, ACS）について、①コアとなる共通
のレジストリシステム・ネットワークを構築すること、②病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医療
提供プロセスの評価ならびにクオリティインジケーターの検討を行い、見える化をはかること、③危険因子、
予後規定因子等について検討し、発症予測・予後予測を通じた予防的アプローチ・先進医療の実現をめざす
こと、④各関係学会にとって自律的運営が可能なレジストリを構築し、研究班以外の外部の研究者等にも広
く利用可能な形とすること。 

【方法】 

1年目は、文献レビューに加え、既存の関連するレジストリの問題点を抽出すると同時に、既存のレジスト
リとの統合を図るために必要なデータベースを作成。心筋梗塞をはじめとしたACSに適したCRを構築する。
2年目以降、モデル地域にて、パイロットスタディ（PS）を開始し、PSの運営を通じて、CRシステムの改修
を進め、全国展開可能な標準化を図る。 

【結果】 

初年度は、ACSに対する医療内容を評価するために必要な項目の検討と既存のレジストリの状況について
の調査を行い、データベースの構築と運用方法を検討、システムの概要設計を行った。CRの作成に当たって
は、他のレジストリグループと十分な連携を図り、DPCデータ、NDBデータの活用も前提に、システム設計
を行った。重症循環器疾患に対する診療の質、医療体制を評価するためには、対象地域をできる限り網羅す
ることが重要との、研究班全体のコンセンサスを踏まえ、地域を網羅する前提で、各疾患のアウトカムに影
響しうるコア項目の絞り込みを進めた。 

疾病分類としては、ACSのほか、ST上昇型急性心筋梗塞、非 ST上昇型急性心筋梗塞、不安定狭心症、た
こつぼ心筋症、急性心筋炎/急性心膜炎、上記以外の原因による急性心不全（慢性心不全の急性増悪を含む）、
その他心疾患という分類を用いることとした。ACSに対するクリニカルインジケーターとして、発症時刻、
血栓溶解療法施行の有無、PCI(冠動脈形成術)施行の有無、血栓溶解療法開始/PCI再灌流時刻を設定した。 

H26年度は、大阪府泉州地域（人口 90万人）にて、PSを開始し症例の集積を進めた。 

【結論】 

ACSに対するコアレジストリ項目を設定し、パイロットエリアにて症例登録を進めた。 
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Ａ．研究目的  

【背景】 

 日本における心疾患死は約 18万人。公衆衛生学
上の重要問題である。 

－日本での心疾患死は約 18 万人、10 万人当たり
143.5 人であり、総死亡数の 15.8％を占めてい
る(平成 22年国民衛生の動向)。 

－急性冠症候群は、急性心筋梗塞、不安定狭心症、
ならびに心臓突然死を包括する疾患概念であり、
かつ心臓由来の疾患による死亡原因の最大のも
のであり、発症から集中治療開始までの迅速な
救急対応が求められる致死的な症候群である
(Braunwald's Heart Disease, Suanders, 9th 
Edition)。 

 日本における急性冠症候群の救急搬送の実態は
ほとんど明らかではない。 

 －心臓突然死の前に様々な症状が呈することが少
なくないが、前駆症状があること自体が早期治
療につながり、転帰改善に貢献する可能性があ
る(Nishiyama C, Iwami T, Kawamura T, et al. 
Resuscitation 2012 E-pub ahead of print)。 

 －しかし、救急搬送される急性冠症候群の頻度、
適切な救急搬送ならびに病院選定、その治療成
績など、急性冠症候群に関する救急医療体制の
実態や有効性については明らかでない。 

 病院内の診療記録だけでなく、救急搬送体制を
含めた包括的な登録システムの構築ならびにそ
の評価が必要である。 

 －急性冠動脈症候群の多くは病院外で発生するに
もかかわらず、これまでの研究では急性冠症候
群の診療に関する臨床研究は病院内での診療記
録を用いたものがほとんどである。 

 －救急搬送される急性冠症候群患者において、病
院到着時から閉塞した心臓冠動脈を再開通する
までの時間はその生存率に影響を及ぼす重要な
因子である(JAMA. 2011;305:2540-7)。また胸
痛をきたした患者において、病院到着時の収縮
期血圧もまたその生存率に影響する (JAMA. 
2010;303:1167-72)。 

－日本では、病院前において救急搬送患者に対し
てバイタルサインなどの情報を記録しているが、
病院前救急搬送記録と病院到着後診療記録を包
括した救急搬送から病院治療までの全体像は明
らかではなく、急性冠症候群に対する効果的な
救急医療体制の客観的な検証が求められている
が、いまだ十分に行われていない。 

本グループは、心筋梗塞をはじめとした急性冠症
候群（acute coronary syndrome, ACS）について、 

1)コアとなる共通のレジストリシステム・ネット

ワークを構築すること。 

2)病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医
療提供プロセスの評価ならびにクオリティイン
ジケーターの検討を行い、見える化をはかるこ
と。 

3)危険因子、予後規定因子等について検討し、発
症予測・予後予測を通じた予防的アプローチ・
先進医療の実現をめざすこと。 

4)各関係学会にとって自律的運営が可能なレジス
トリを構築し、研究班以外の外部の研究者等に
も広く利用可能な形とすること。 

を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

日本循環器学会と情報を共有し、既存の心疾患レ
ジストリとの統合性を持たせ、心筋梗塞やACSの診
療の質、医療体制、プレホスピタルケアを評価、フ
ィードバックができるシステムを構築する。 

まず心筋梗塞をはじめとしたACSのCRに必要な
項目と仕様を明らかにする。続いて、モデル地区を
設定してパイロットスタディを行い、作成したCRの
問題点・改善点を明らかにする。同時に、既存のレ
ジストリとの統合、活用性についても検証を行う。
レジストリデータを用いて、病院内外を問わず、地
域全体を包括した医療提供プロセスと医療内容につ
いて評価を行い、クオリティインジケーターを明ら
かにする。 

行程表 

1年目：文献レビューに加え、既存の関連するレジ
ストリの問題点を抽出すると同時に、既存のレジス
トリとの統合を図るために必要なデータベースを作
成。心筋梗塞をはじめとしたACSに適したCRを構
築する。 

2年目：モデル地域にて、パイロットスタディを開
始（PS）する。PSの運営を通じて、CRシステムの
改修を進め、全国展開可能な標準化を図る。 

3年目：PSの結果を踏まえてシステムの修正を行い、
全国展開に必要な要件を定義する。既存のレジスト
リとの統合を検討する。また、モデル地域内の一部
医療施設にて、DPCデータとの連携を試みる。 

倫理的配慮 

総括報告書を参照 

 

Ｃ．研究結果 

初年度は、心筋梗塞をはじめとしたACSに対する
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医療内容を評価するために必要な項目の検討と既存
のレジストリの状況についての調査を行い、データ
ベースの構築と運用方法を検討、システムの概要設
計を行った。 

文献レビューを進めるとともに、既存の関連する
レジストリの問題点を検討した。既存のレジストリ
との統合を図るために必要なデータベースを作成す
ることを目指し、心筋梗塞をはじめとした急性冠症
候群に対する診療の質、医療体制、プレホスピタル
ケアを評価、フィードバックができる項目をCRとし
て設定した。 

CRの内容および機能としては、病院前データ、医
療機関データを連結し、病院前から医療機関まで、
発症から治療までを包含できるよう設計を進めた。
CRの作成に当たっては、他のレジストリグループと
十分な連携を図り、DPCデータ、NDBデータの活用
も前提に、システム設計を行った。重症循環器疾患
に対する診療の質、医療体制を評価するためには、
対象地域をできる限り網羅することが重要との、研
究班全体のコンセンサスを踏まえ、地域を網羅する
前提で、各疾患のアウトカムに影響しうるコア項目
の絞り込みを進めた。 

疾病分類としては、ACSのほか、ST上昇型急性
心筋梗塞、非 ST上昇型急性心筋梗塞、不安定狭心
症、たこつぼ心筋症、急性心筋炎/急性心膜炎、上記
以外の原因による急性心不全（慢性心不全の急性増
悪を含む）、その他心疾患という分類を用いることと
した（CR帳票参照）。この他に、院外心停止の有無、
来院時の血圧を記録し、ACSに対するクリニカルイ
ンジケーターとして、症状の発症時刻、血栓溶解療
法施行の有無、PCI(冠動脈形成術)施行の有無、血栓
溶解療法開始/PCI再灌流時刻を設定した。 

PSの実施地域として、基盤が整っており、地域網
羅的取り組みが可能な大阪府泉州地域、堺市を選定
し、PS実施の準備を開始した。 

2年目となるH26年度は、大阪府泉州地域（人口90
万人）にて、PSを開始し症例の集積を進めた。大阪
府泉州地域8施設のうち研究参加への同意が得られ
た4施設で2015年1月から先行して症例の集積を開始
した。2015年1月から4月までに登録された552症例
の中でACS症例は10例（1.8％）であった。本研究で
は、ACS症例では基礎情報に加えてクリニカルイン
ジケーターに関する情報を設定しているが、これら
10例については全例でクリニカルインジケーターに
関する全項目の情報が記録されていた。合わせて大
阪府堺市でのPS開始の準備も進めた。PSの運営を通
じて、CRのfeasibilityを確認するとともに必要な改
修を行い、全国展開可能な標準化を図る予定である。
また、モデル地域内の一部医療機関にて、DPCデー
タあるいはレセプトデータと連携の可能性を探るこ
とも検討している。 

日本循環器学会とは、本研究班の取り組みを具現
化しながら、適宜情報を共有し、可能な部分から連
携を図っていくこととした。 

 

Ｄ．考察 

心筋梗塞のレジストリーの現状について 

我が国における虚血性心疾患の死亡率は人口 10
万人あたり男性で 63.4、女性で 50.0（平成 16年）
と欧米諸国と比較するとその頻度は約半数から 3 分
の 1 程度と非常に少ない。このような疫学的な特徴
に加えて、我が国では年間 PCI施行件数が 100例未
満の施設が数多く存在し、人口当たりの PCI施行施
設は他国に比し多い。こうした背景から急性心筋梗
塞の治療法として血栓溶解療法が選択されることは
少なく、primary PCIが選択される頻度が他国に比
較して高いという特徴がある。このようななかで、
我が国では、地域ごとに複数の急性心筋梗塞に関す
るコホート研究が行われており、諸外国と同様に急
性心筋梗塞の院内死亡率は最近 30 年間で飛躍的に
減少し、現在ではいずれの地域でも 10％を下回るま
でに改善していることが報告されている。しかしな
がら、我が国には米国の National Registry of 
Myocardial Infarction (NRMI)のような国家規模で
の急性心筋梗塞の登録システムは存在していない。
地域間での違いや我が国全体での急性心筋梗塞治療
の現状を把握するためには全国規模の急性心筋梗塞
の登録システムを構築する必要があると考えられる。 

本研究は、将来的な全国展開も見据えた形で地域
を網羅する ACS に関するレジストリを構築するが
目標である。平成 26年度においては、大阪府泉州地
域で実際に PS を開始した。現段階では対象施設 8
施設のうち 4 施設に登録開始が留まっているため、
得られたデータが当該地域の ACS 診療の実態を反
映しているとは言い難い。しかしながら、このこと
自体が地域を網羅することの重要性を示唆している
とも考えられ、次年度以降さらに地域を網羅した形
での PS のデータ集積が望まれる。また、集まった
データそのものの正確性についても各参加施設への
auditもしくはDPCデータとの整合性などを通じて
確認する必要がある。 

次年度以降、最終的に全国展開可能なレジストリ
の規格整備、評価指標の確立とその活用方法のモデ
ル展示を進めていく予定である。 

 

Ｅ．結論 

ACSに対する医療の提供、治療の評価が可能なコア
レジストリを構築し、パイロットエリアにて、症例
の集積を進めた。 
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Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

 

2.  学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他 なし 

 



14 
 

平成 26 年度 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

 分担研究報告書 
 

脳卒中レジストリに関する研究 

脳卒中レジストリグループ 

研究分担者 飯原 弘二 九州大学大学院医学研究院 脳神経外科 教授 

研究分担者 坂本 哲也 帝京大学医学部救急医学 蘇生学 教授 

研究協力者 中溝 玲 九州大学大学院医学研究院 脳神経外科  

 

研究要旨 

【目的】 

脳卒中について、①コアとなる共通のレジストリシステム・ネットワークを構築すること、②病態毎又は医
療機関毎に医療内容を把握し、医療提供プロセスの評価ならびにクオリティインジケーターの検討を行い、
見える化をはかること、③危険因子、予後規定因子等について検討し、発症予測・予後予測を通じた予防的
アプローチ・先進医療の実現をめざすこと、④各関係学会にとって自律的運営が可能なレジストリを構築し、
研究班以外の外部の研究者等にも広く利用可能な形とすること。 

【方法】 

1年目は、文献レビューに加え、既存の関連するレジストリの問題点を抽出すると同時に、既存のレジスト
リとの統合を図るために必要なデータベースを作成。脳卒中の医療評価、救急医療体制改善に適したCRを
構築する。2年目以降、モデル地域にて、パイロットスタディ（PS）を開始し、PSの運営を通じて、CRシス
テムの改修を進め、全国展開可能な標準化を図る。 

【結果】 

初年度は、脳卒中に対する医療内容を評価するために必要な項目の検討と既存のレジストリの状況につい
ての調査を行い、データベースの構築と運用方法を検討、システムの概要設計を行った。CRの作成に当たっ
ては、他のレジストリグループと十分な連携を図り、DPCデータ、NDBデータの活用も前提に、システム設
計を行った。重症循環器疾患に対する診療の質、医療体制を評価するためには、対象地域をできる限り網羅
することが重要との、研究班全体のコンセンサスを踏まえ、地域を網羅する前提で、各疾患のアウトカムに
影響しうるコア項目の絞り込みを進めた。 

 
 
疾病分類としては、くも膜下出血、脳出血、脳梗塞からなる脳卒中、一過性脳虚血発作 (TIA)、その他脳疾
患という分類を用いることとした（CR帳票参照）。院外心停止の有無、来院時の血圧を記録し、脳卒中に対
するクリニカルインジケーターとして、症状の発症時刻、頭部 CT/MRI撮影時刻、侵襲的治療としての血栓
溶解薬（tPA）投与、血栓吸引術、コイリング、クリッピングの有無と最初の侵襲的治療開始時刻を設定した。
また、脳卒中に特異的な必須項目として、入院時の意識状態（Japan coma scaleならびに GCSスコア）、28
日後／退院時(28日以内)のModified Rankin Scaleを加えることとした。 

H26年度は、大阪府泉州地域（人口 90万人）にて、PSを開始し症例の集積を進めた。 

【結論】 

脳卒中に対するコアレジストリ項目を設定し、パイロットエリアにて症例登録を進めた。 
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Ａ．研究目的  

【背景】 

超高齢社会を迎え、地域医療が崩壊しつつある
本邦にあって、緊急性の高い脳卒中治療にお
ける医療機関の集約化、広域化と連携強化は
喫緊の課題である。t-PA 静注療法の認可後７
年を経過した現在も、脳卒中の救急医療に厳
然とした地域格差があることが報告されてい
る(Toyoda et al. Stroke 2009, Nakagawara et al. 
Stroke 2010)。 

本グループは、脳卒中について、 

1)コアとなる共通のレジストリシステム・ネット
ワークを構築すること。 

2)病態毎又は医療機関毎に医療内容を把握し、医
療提供プロセスの評価ならびにクオリティイン
ジケーターの検討を行い、見える化をはかるこ
と。 

3)危険因子、予後規定因子等について検討し、発
症予測・予後予測を通じた予防的アプローチ・
先進医療の実現をめざすこと。 

4)各関係学会にとって自律的運営が可能なレジス
トリを構築し、研究班以外の外部の研究者等に
も広く利用可能な形とすること。 

を目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

日本脳神経外科学会、日本脳卒中学会、日本脳神
経血管内治療学会等と情報を共有し、既存のレジス
トリとの統合性を持たせ、脳出血、脳梗塞等に対す
る診療の質、医療体制、プレホスピタルケアを評価、
フィードバックができるシステムを構築する。 

まず脳卒中のCRに必要な項目と仕様を明らかに
する。続いて、モデル地区を設定してパイロットス
タディを行い、作成したCRの問題点・改善点を明ら
かにする。同時に、既存のレジストリとの統合、活用
性についても検証を行う。レジストリデータを用いて、
病院内外を問わず、地域全体を包括した医療提供プロ
セスと医療内容について評価を行い、クオリティイン
ジケーターを明らかにする。 

行程表 

1年目：文献レビューに加え、既存の関連するレジ
ストリの問題点を抽出すると同時に、既存のレジスト
リとの統合を図るために必要なデータベースを作成。
脳卒中に適したCRを構築する。 

2年目：モデル地域にて、パイロットスタディを開
始（PS）する。PSの運営を通じて、CRシステムの
改修を進め、全国展開可能な標準化を図る。 

3年目：PSの結果を踏まえてシステムの修正を行い、
全国展開に必要な要件を定義する。既存のレジスト

リとの統合を検討する。また、モデル地域内の一部
医療施設にて、DPCデータとの連携を試みる。 

倫理的配慮 

総括報告書を参照 

 

Ｃ．研究結果 

初年度は、脳卒中に対する医療内容を評価するた
めに必要な項目の検討と既存のレジストリの状況に
ついての調査を行い、データベースの構築と運用方
法を検討、システムの概要設計を行った。 

文献レビューを進めるとともに、既存の関連するレ
ジストリの問題点を検討した。既存のレジストリとの
統合を図るために必要なデータベースを作成するこ
とを目指し、脳卒中に対する診療の質、医療体制、
プレホスピタルケアを評価、フィードバックができ
る項目をCRとして設定した。 

CRの内容および機能としては、病院前データ、医
療機関データを連結し、病院前から医療機関まで、
発症から治療までを包含できるよう設計を進めた。
CRの作成に当たっては、他のレジストリグループと
十分な連携を図り、DPCデータ、NDBデータの活用
も前提に、システム設計を行った。重症循環器疾患
に対する診療の質、医療体制を評価するためには、
対象地域をできる限り網羅することが重要との、研
究班全体のコンセンサスを踏まえ、地域を網羅する
前提で、各疾患のアウトカムに影響しうるコア項目
の絞り込みを進めた。 
疾病分類としては、くも膜下出血、脳出血、脳梗塞
からなる脳卒中、一過性脳虚血発作 (TIA)、その他
脳疾患という分類を用いることとした（CR帳票参
照）。院外心停止の有無、来院時の血圧を記録し、脳
卒中に対するクリニカルインジケーターとして、症
状の発症時刻、頭部 CT/MRI撮影時刻、侵襲的治療
としての血栓溶解薬（tPA）投与、血栓吸引術、コイ
リング、クリッピングの有無と最初の侵襲的治療開
始時刻を設定した。また、脳卒中に特異的な必須項
目として、入院時の意識状態（Japan coma scaleな
らびに GCSスコア）、28日後/退院時(28日以内)の
Modified Rankin Scaleを加えることとした。 

PSの実施地域として、基盤が整っており、地域網
羅的取り組みが可能な大阪府泉州地域、堺市を選定
し、PS実施の準備を開始した。 

2年目となるH26年度は、大阪府泉州地域（人口90
万人）にて、PSを開始し症例の集積を進めた。大阪
府泉州地域8施設のうち研究参加への同意が得られ
た4施設で2015年1月から先行して症例の集積を開始
した。2015年1月から4月までに登録された552症例の
中で脳卒中症例は65例（11.8％）であった。本研究
では、脳卒中症例では基礎情報に加えてクリニカルイ
ンジケーターに関する情報を設定しており、クリニカ
ルインジケーターについて登録された症例は65例中、
42症例（64.6％）であった。しかしクリニカルイン
ジケーターに関する情報の中でも登録状況にはバラ
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つきがあり、高血圧や糖尿病などの既往歴、喫煙など
の生活歴、内服歴については42例全例で登録されて
いるものの、modified rankin scaleでは42例中記載
例が33例の入力にとどまっている、医療機関から検
査・治療介入までの経過時間が10例で9時間を超える
など大きく逸脱しているなど登録状況、登録されてい
る内容に課題を認めた。 

合わせて大阪府堺市でのPS開始の準備も進めた。 

PSの運営を通じて、CRのfeasibilityを確認すると
ともに必要な改修を行い、全国展開可能な標準化を
図る予定である。また、モデル地域内の一部医療機
関にて、DPCデータあるいはレセプトデータと連携
の可能性を探ることも検討している。 

関連学会とは、本研究班の取り組みを具現化しな
がら、適宜情報を共有し、可能な部分から連携を図
っていくこととした。 

 

Ｄ．考察 

我々は、これまでに脳卒中センターとしての機能の
充実度が、脳卒中患者の死亡率に大きく影響すること
を明らかとした（Iihara et al. PLOS ONE 2014）。
また、国立循環器病研究センターと吹田市消防本部と
の間で、スマートフォンを用いた病院前救護情報と病
院情報との突合に向けたシステムを開発し、その有用
性について報告した（Nakae et al. Stroke 2014）。
今回の研究では、重症循環器疾患に対する診療の質、
医療体制を評価するため、医療圏を限定して、PSの
運営を通じて、CRのfeasibilityを確認するとともに
必要な改修を行い、全国展開可能な標準化を図る予
定である。 

平成26年度においては、大阪府泉州地域で実際に
PSを開始したが、現段階では入院が必要な救急搬送
症例の大半を網羅する対象施設8施設のうち4施設に
登録開始が留まっているため、得られたデータが当該
地域の脳卒中診療の実態を反映しているとは言い難
い。しかしながら、このこと自体が地域を網羅するこ
との重要性を示唆しているとも考えられ、次年度以降
さらに地域を網羅した形でのPSのデータ集積が望ま
れる。また、モデル地域内の一部医療機関にて、DPC
データあるいはレセプトデータと連携の可能性を探
ることも検討する予定としており、本研究の成果が、
循環器疾患の救急医療体制の整備に与える影響は大
きいものと思われる。 

Ｅ．結論 

脳卒中に対する医療の提供、治療の評価が可能なコ
アレジストリを構築し、パイロットエリアにて、症
例の集積を進めた。。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

 

2.  学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 
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平成 26 年度 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
 分担研究報告書 

 
病院前心停止レジストリに関する研究 

病院前心停止レジストリグループ 

研究分担者 石見 拓 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 准教授 

研究分担者 上村 修二 札幌医科大学救急医学講座 救急医学 助教 

研究分担者 丹野 克俊 札幌医科大学救急医学講座 救急医学 講師 

研究分担者 北村 哲久 大阪大学大学院医学系研究科社会環境医学 助教 

研究協力者 横田 順一朗 市立堺病院 副院長   

研究協力者 吉矢 和久 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 助教 

研究協力者 川村 孝 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 教授 

研究協力者 武山 佳洋 市立函館病院 救命救急センター センター長 

研究協力者 島本 大也 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学  

研究協力者 林田 純人 大阪市消防局救急課 課長代理 

研究協力者 松岡 哲也 地方独立行政法人りんくう総合医療センター大阪府泉州救命救急センター副病院長 

研究協力者 中尾 彰太 地方独立行政法人りんくう総合医療センター大阪府泉州救命救急センター 医長 

研究協力者 片山 祐介 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 医員 

研究要旨 

院外心停止は先進国における公衆衛生上の重要な課題であり、日本では年間7万人を超える心臓突然死が発生
している。しかしながら、その救命率はいまだに低く改善の余地がある。本グループでは、病院外心停止患者
の搬送先病院の治療体制および病院到着後の集中治療に関するデータを前向きに登録・分析するための、病院
搬送後の体制・治療効果を検証するためのコアレジストリの構築を行うことを目的とした。 

初年度は、院外心停止患者登録の先行地域である大阪CRITICAL研究グループの病院搬送後のコア項目、過
去の文献のレビュー、さらには院外心停止記録の先進地域である米国のアリゾナ、シアトル並びに近年急速
にレジストリ体制を発展させている韓国を訪問し、取得するべき院外心停止コアレジストリ項目を、グルー
プディスカッションを通じて設定した。できるだけデータ入力の現場負担を軽減することを目的に、Webを介
した直接入力システムと手書きした症例シートをFAXを介してデータサーバに送ることが出来るFAX-OCRシス
テムという2系統の入力手段を用意し、汎用性を高めた。また設定したコア項目について、関連学会である日
本救急医学会に対して提案を行い、研究遂行のための協力体制を構築することの同意を得て、日本救急医学
会多施設共同院外心停止レジストリ委員会と連携しながら議論を重ねた。 

研究2年目となるH26年度は、日本救急医学会と連携し、全国の救急医療機関の協力を得て6月より多施設共
同院外心停止レジストリを開始するとともに、地域を網羅するモデルを函館市に設定した。同レジストリには、
平成27年3月末時点で、全国の救命救急センターを中心に、90を超える医療機関から参加の申し出があり、
74施設が倫理委員会の承認を受けて登録を開始。開始後10ヶ月で3799件の院外心停止症例のデータが登録さ
れており、年間1万件を超える大規模なレジストリに発展する見込みである。 

北海道函館市では地域を網羅する病院外心停止例の登録を進めており、主要施設である市立函館病院のレジ
ストリ体制を構築した。現行の診療録と医療事務を活用した効率的なレジストリ登録体制を構築し、担当者
への調査でも作業の負担は少ないことがわかり、地方病院でも効率的な体制を構築することで継続的な登録
が可能であることが示された。 

研究 3 年目となる H27 年度は、症例登録を通じてレジストリシステムの改修を進め、全国展開可能な CR
の標準化を図っていく予定である。集計されるパイロットデータについては、病院前心停止症例に対する地
域の医療提供プロセスの評価ならびにクオリティインジケーターの検討を進める。 
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Ａ．研究目的  

院外心停止は先進国における公衆衛生上の重要な
課題であり、日本では年間7万人を超える心臓突然死
が発生している。病院前救急医療の発展により、院外
心停止例の社会復帰率は改善しているが、いまだに低
く改善の余地がある。 

病院前心停止患者登録については、総務省消防庁を
中心として消防機関による救急蘇生統計の収集と解
析を通じて検証が進んでいる一方、病院搬送後の診療
実態については明らかでなく、効果的な治療法ならび
に適切な搬送先選定基準は確立されていない。今後の
院外心停止患者の社会復帰率向上のためには、病院到
着後の医療データを拡充した新たな病院前心停止レ
ジストリを構築する必要がある。  

本グループでは、病院外心停止患者の搬送先病院の
治療体制および病院到着後の集中治療に関するデー
タを前向きに登録・分析するための、病院搬送後の体
制・治療効果を検証するためのコアレジストリの構築
を行うことを目的とした。 

  

Ｂ．研究方法 

本グループは、院内病院治療データを先行的に収集
している大阪府下の救命救急センターが集まった
CRITICAL研究グループのレジストリ項目を検証した。
大阪CRITICAL研究グループでは、各消防機関が集めて
いるデータとマッチングさせるために、該当症例の覚
知時刻(心停止発見者が電話をかけてきた時刻)、性別、
年齢を消防機関と同期させ記録しており、消防機関か
らの病院前救護情報(ウツタイン記録)を連結できる
ように工夫していた。我々は、大阪CRITICAL研究グル
ープの病院搬送後の重要項目、過去の文献のレビュー、
さらには院外心停止記録の先進地域である米国のア
リゾナ、シアトル並びに近年急速にレジストリ体制を
発展させている韓国を訪問し、取得するべき院外心停
止コアレジストリ項目を、グループディスカッション
を通じて設定した。 

また設定したコア項目について、関連学会である日
本救急医学会に対して提案を行い、研究遂行のための
協力体制を構築することの同意を得た。日本救急医学
会内に設置された、院外心停止患者に関する病院前記
録(ウツタイン)と搬送後記録を合わせた包括的なレ
ジストリ構築を目的とした委員会(日本救急医学会多
施設共同院外心停止レジストリ委員会)と連携しなが
ら、レジストリ実施運用のための議論を重ねている。 

 

Ｃ．研究結果 

本グループは、添付の資料①に示した院外心停止患
者の病院搬送後のコア項目を設定した。病院前データ
(消防庁ウツタイン記録)と結合させるために、本コア
レジストリにおいても、消防が記録している院外心停
止患者の性別・年齢・覚知時刻・病院収容時刻と一致
させた記録を取ることとした。 

また、搬送後治療記録ある症例のみを登録・解析対
象とすることを想定し、適格基準を設けた。さらに、
患者の研究参加の不同意の機会を与えるために、参加
不同意の項目も設定した。 

 病院搬送後記録に関しては、ワーキング内で重要
と班出したコア項目について、その有無の記載につい
ては必須とした。具体的な例としては、治療目的体温
管理の有無についてはコア必須項目としたが、その関
連時刻の記載については任意としている。コア項目は、
本研究グループのディスカッションを経て、病院収容
後の患者状態・搬送病院初療室到着後最初に確認した
心電図波形（心拍）・病院収容後の処置としての除細
動・気管挿管・ECPR 導入・IABP 導入・CAG 施行・PCI
施行・治療目的体温管理実施・CPA に至った原因・心
拍再開後の 12 誘導心電図・病院搬入後の状態・発症
１ヵ月(30 日)後の生存発症１ヵ月(30 日)後の脳機能
カテゴリ(CPC)とした。 

 これらのコア項目レジストリを運用するために、
Web を介した直接入力システムを構築した。また手書
きした症例シートを FAXを介してデータサーバに送る
ことが出来る FAX-OCR システムも構築し、入力手段は
2 系統として運用することでさまざまな施設からの入
力可能なように汎用性を高めた。データは連結可能匿
名化データとしてデータサーバに集積される。 

H26年度は、日本救急医学会と連携を図り、病院前
後の蘇生記録を連結できるレジストリの構築、学会主
導でのコアレジストリ枠組み作りを進め、6月より全
国での登録を開始した。平成27年3月末時点で、全国
の救命救急センターを中心に、90を超える医療機関か
ら参加の申し出があり、74施設が倫理委員会の承認を
受けて登録を開始。開始後10ヶ月で3799件の院外心停
止症例のデータが登録されており、年間1万件を超え
る大規模なレジストリに発展する見込みである。 

3799件の登録のうち、3月末までに2415件の症例
（63.6%）についてデータクリーニングを実施し、確
定させた。これら症例における病院収容後のコア項目
である治療有無（たとえば、治療目的体温管理実施の
有無）や生存有無などの転帰、15項目の入力率に関し
てには100％となった。病院収容後心拍再開した569
症例中でその時刻が記載されていたものは568件とほ
ぼ100%の入力率であった一方、病院収容時の血液ガ
スデータの入力は1908件（79.0%）など、コア項目の
下の階層にある詳細な情報に関しては入力率がバラ
ツキがみられた。 

北海道函館市では地域を網羅する病院外心停止例の
登録を進めている。平成25年1月から12月までの1年間
に函館市を含む南渡島2次医療圏（函館市、北斗市、七
飯町）で発生した院外心停止患者の搬送先医療施設を
調査したところ、約9割（412/463例）が2次医療圏唯
一の救命救急センターを有する市立函館病院に搬送さ
れていることが明らかになった。市立函館病院がレジ
ストリに参加し、院外心肺停止症例を全例登録するこ
とで地域をほぼ網羅するデータを得られることが期待
される。しかし地方病院の医師数は十分ではなく、負
担のないレジストリ体制を構築することが継続的な登
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録には必須と考えられた。そこで市立函館病院救命救
急センターのレジストリ担当医師の協力のもと、現行
の診療録と医療事務を活用した効率的なレジストリ登
録体制を構築し、その登録体制について実際にレジス
トリに関わるスタッフ（医師8名、医療事務5名）に評
価をしてもらった。平成26年8月から12月までの5か月
間に搬入された148例の評価では入力時間の平均時間
は外来死亡例（128例）で8分、入院症例（20例）で平
均13分と客観的負担が明らかになった。またアンケー
ト結果から医師、医療事務ともに入力作業の負担は少
なく施行できていることがわかり、医師数が十分では
ない地方病院でも医療事務を活用した効率的なレジス
トリ体制を構築することで継続的な登録が可能である
ことが証明された。 

 

Ｄ．考察 

 本グループでは、院外心停止患者の病院搬送後記録
のコアレジストリ構築を行った。これまでの研究では、
心肺補助装置の使用、心停止中の積極的な冠動脈治療
などが、心停止例の転帰を改善するとの報告もあるが、
効果的な治療ストラテジーを構築できるほどの十分な
エビデンスはなく、未確定な部分も多い。しかしなが
ら、治療に役立つ効果の検証を行うためには、十分な
症例集積が必要であるが、そのために登録を増やさざ
るをえず、医療現場での入力者の負担は計り知れない。
本コアレジストリでは、現場の負担を可能な限り回避
し、かつ十分症例集積のために以下のような工夫があ
る。消防が集積している病院前救護記録(ウツタイン)
については、基本情報を用いてマッチングすることを
前提としてシステム構築を行った。これにより病院記
録担当者は登録情報は院内データのみになり、その負
荷が軽減される。また、入力方法をWebかFaxかを選
択できるようにすることで、参加施設にとって好まし
い入力システムを選んで症例登録を実施できるように
なっている。これらの対応は、十分な症例数登録を目
的としたレジストリ構築のモデルとなりうる。 

 

また、日本救急医学会のレジストリ委員会において、
「心停止症例の蘇生に関わるデータを収集し、客観的
な検証を行うことにより、心停止例の救命率を向上さ
せること」を目的として、このコアレジストリを運用
する上で以下のような目標を立てた。 

1. PDSA（plan, do, study, act）サイクルに基づく
マネージメント手法による、地域救急医療体制改
善業務の支援 

– 地域を網羅し、病院前後を包括した蘇生に関わ
るデータの収集・客観的な検証を行うことによ
り、地域の救急医療体制の改善に寄与する。 

– 将来的に、地域の救急医療機関全ての網羅をめ
ざしているが、まずは救急医学会関連施設から
スタートする。 

– 救急医療の専門家集団として、JAAM からデー
タに基づく効果的・効率的救急医療体制に関す
る提言を行う。 

2. 救急医療に関わる院内・院外データレジストリの
集約と登録業務負担の軽減 

– 共通プラットフォーム作りを進め、心停止例対
象に限らず、救急医療に関わる症例登録をでき
るだけ集約化し、現場での二重登録負担の軽減
を図る。 

– できるだけ早い将来、既存の様々な救急関連の
レジストリのコア部分を共有化できるように、
促す。 

3. 救急蘇生領域の臨床研究・疫学研究実践の促進 

– オールジャパン体制を構築し、蘇生科学領域の
多施設共同研究が実施しやすい環境（質の向上
と現場負担の軽減）を提供 

– データエントリーをした参加者に、データ利
用・研究プロポーズの機会を提供 

– 本領域の臨床研究のレベルアップ、日本発のエ
ビデンス発信を促す 

– 集積されたデータを活用した疫学研究を進め
やすいように支援を行う 

4. 客観的なデータに基づく、参加施設へのフィード
バック／ベンチマーキング 

– 参加施設に、データに基づく、客観的な情報を
提供 

– 自施設が全体の中でどのような位置にいるか
情報提供。 

 研究初年度である H25 年度に項目内容決定ならび
にシステム実装し、H26年度 6月から症例登録を開始
し、H27年 3月末までに 70施設以上が本研究に参加
し、約 3800 件の症例登録することが出来た。登録施
設ならびに登録症例数は順調に増加しており、今後は
万単位／年の症例登録が期待できる。その一方でデー
タ登録にあたっての課題がいくつかあり、特にデータ
クリーニングによるデータの質の担保が今後最も重
要となると思われる。上記で述べたように、病院収容
後のコア項目については必須項目としており、未入力
の場合は警告が出てその入力が必須であることを表
示することになっている。救急の現場での症例登録は
日常臨床の合間に行われるものであり、初期登録の段
階ですべてが確実に入力できていることはほとんど
ない。これを解決するために、日本救急医学会の本レ
ジストリでは、事務局でデータ管理の担当者を配置し、
日々データチェックを行い、未入力や矛盾があれば各
施設に問い合わせ、データ修正を行っている。現時点
では数千件規模で約100件／週単位でのデータクリー
ニングとなる。日本全国には救命救急センター約 280
施設あるが、これら施設がすべて参加すると症例数的
には毎年約 2万件超、データクリーニング約 500件／
週まで拡大する可能性がある。登録症例の増加する中
でその質を維持するためにも、データクリーニングを
実施する人員の増加ならびにその教育は必須となる。 

 また、コア項目に付随する治療の詳細についての入
力率にはバラツキがあった。治療内容詳細は未入力の
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場合には入力を促す警告は出るが必須項目とはして
いない。これはシステム上入力でこれら詳細まで必須
項目にすると、システムの柔軟性がなくなり、逆に入
力が困難になるからである。ある治療が実施ありの場
合でその詳細が未入力の場合は、データクリーニング
の際に確認したうえで、各施設の問い合わせてその入
力を促している。各施設の入力担当者は医師だけでな
く、その指示のもとメディカルクラークが入力してい
ることも多く、入力の手引きを渡しているとはいえ、
専門的な用語も多く、治療内容の詳細を入力するのは
困難であることが予想される。事務局としてはデータ
修正などの問い合わせのやり取りの中で、施設の入力
担当者の本システムへの理解が深まり、未入力やご入
力の改善につながると考えてるが、入力に関するアン
ケートなどから次年度でのデータ入力の質を改善す
るための方策にも取り組んでいく。 

研究最終年度となるH27年度は、日本救急医学会の
他施設共同レジストリ、函館における地域を網羅した
PSを継続しながら、全国展開のためのコアレジストリ
の改訂を行うとともに、継続的な運用が可能な体制構
築に向けた具体的な提言を行う予定である。また函館
地区におけるパイロットデータの分析を行い、地域を
網羅した病院前心停止症例のデータベースによる医療
提供プロセスの評価を行う。また、本研究で検討した
医療提供プロセスの評価ならびにクオリティインジケ
ーターの活用を具体化するため、各都道府県のメディ
カルコントロール、地域医療計画等に対し、本研究で
構築したCR、クオリティインジケーターの導入を促し、
全国的な救急救命医療現場の質の向上を目指す。 

Ｅ．結論 

院外心停止症例の医療機関搬送後の医療情報も網羅
したコアレジストリ項目を設定し、日本救急医学会と
連携し多施設共同レジストリを開始した。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 なし 

2.  学会発表 

丹野 克俊, 上村 修二, 窪田 生美, 井上 弘行, 成松 
英智：韓国におけるCPAに関するNational Data 
Registry Systemの調査．日本救急医学会雑誌 2014；
25（8）：502. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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平成 26 年度 

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

 分担研究報告書 

高齢者救急レジストリに関する研究 

 高齢者救急レジストリグループ 

研究分担者 石見 拓 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 准教授 

研究分担者 織田 順 東京医科大学 救急・災害医学分野 准教授 

研究分担者 北村 哲久 大阪大学大学院医学系研究科社会環境医学 助教 

研究協力者 横田 順一朗 市立堺病院 副院長 

研究協力者 吉矢 和久 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 助教 

研究協力者 川村 孝 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 教授 

研究協力者 島本 大也 京都大学環境安全保健機構附属健康科学センター予防医療学 

研究協力者 林田 純人 大阪市消防局救急課 課長代理 

研究協力者 松岡 哲也 地方独立行政法人りんくう総合医療センター大阪府泉州救命救急センター副病院長 

研究協力者 中尾 彰太 地方独立行政法人りんくう総合医療センター大阪府泉州救命救急センター 医長 

研究協力者 片山 祐介 大阪大学大学院医学系研究科救急医学 医員 

研究要旨 

近年の日本は、先進国を代表する超高齢化社会であり、高齢者救急は解決するべき緊急の課題である。救
急搬送人員数は年々増加しているがその多くは、軽症・中等症の高齢者患者で占められ、本来、救命救急セ
ンターで受け入れられるべき、本研究班で検討しているような、心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止等の重症
循環器疾患等の受入を困難にしている現状がある。重症循環器疾患に対するレジストリシステムを有効に機
能させるためには、同時に、地域の救急ニーズの多くを占める重症循環器疾患以外の高齢者救急医療の実態
を把握する必要がある。骨折や肺炎など多岐にわたる疾患を網羅する必要がある高齢者救急に対しても、ニ
ーズと提供体制のマッチングを検討する上で必要な基礎データを集積・統合するため、本グループは、ICT
を活用した救急搬送に関するコアレジストリシステムに、高齢者救急についての多岐にわたる疾患を網羅す
る病院到着後の医療データを拡充した新たなレジストリを構築することを目的とした。 

コアレジストリグループにて、心筋梗塞、脳卒中、病院前心停止等の重症循環器疾患等についてコアとな
る共通のレジストリシステム・ネットワークを構築した。本グループでは、過去の論文のレビューならびに
グループ内でのディスカッションを重ねて、高齢者救急のニーズに必要と考えられる追加項目を設定し、コ
アレジストリシステムと統合したデータベースとなるようにシステムを再構築した。 

コアレジストリに、追加項目として、「独居」・「転倒」を追加した(資料参照)。高齢者に多い疾患である、
骨折を含む外傷や肺炎などの疾患については、コアレジストリ項目の ICD-10 分類に基づいた疾病コードから
取得することとした。これらの追加項目は、コアレジストリ項目とともにデータサーバに集積されていくが、
高齢者に特化したレポーティングシステムも同時に構築した。 

高齢者の「独居」・「転倒」を特に追加項目として設定したのは、高齢者救急医療を考えるうえで、死亡に
至るまでの期間において高齢者がいかに ADL を高く保ったまま過ごせるかが医療における重要な臨床指標と
なると考えたからである。独居問題は、研究的課題だけでなく、直接的な医療・介護に関わるものであり、
この項目設定は地域医療行政ニーズを考えるうえでも有用なはずである。また高齢者「転倒」は、common 
disease であり、全体に占める割合も多い。その一方で、高齢者の大腿頸部骨折などは、入院を伴う大規模な
手術が必要であり、医療費に占める割合も高い。骨折による高齢者の入院はリハビリを含めて長期になるこ
とも多く、身体機能の低下ばかりでなく、認知機能の低下に影響を及ぼすことが知られている。それゆえ、
高齢者の転倒・骨折の実態を把握し、その転帰を評価することもまた高齢者救急医療行政に直結する。また、
この集積したデータベースは、新たに開発したレポーティングシステムにより、有機的かつ効率的に分析で
きるシステムとして利用可価値が高いものであり、本システムは消防救急ベースの実態把握として、高齢者
救急の行政ならびに医療の改善に貢献できると考える。 

 H26年度は、大阪府泉州地域（人口 90万人）にて、PSを開始し症例の集積を進めた。効率的なレジス
トリ症例登録のため改修を図りながら運用し、高齢者救急の実態を把握していく予定である。 
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Ａ．研究目的  

 総務省消防庁が公表した「平成 25 年度救急救助の
現況」によると、救急搬送人員数は年々増加してお
り、今年度過去最高を記録している。その大半は、
軽症・中等症の高齢者患者で占められ、本来、救命
救急センターで受け入れられるべき、本研究班で検
討しているような、心筋梗塞、脳卒中、病院前心停
止等の重症循環器疾患等の受入を困難にしている現
状がある。重症循環器疾患に対するレジストリシス
テムを有効に機能させるためには、地域の救急ニー
ズの多くを占める重症循環器疾患以外の高齢者救急
医療の実態も合わせて把握する必要がある。 

社会保障制度改革国民会議の報告書には「緊急性
の高い救急医療を緊急性の低い医療が押しのけたと
いった事態を招きかねない為、ニーズと提供体制の
マッチングを図る改革を待ったなしで断行していか
ねばならない」とある。重症循環器疾患だけでなく、
骨折や肺炎など多岐にわたる疾患を網羅する必要が
ある高齢者救急に対しても、疾患別の発生頻度、緊
急度、ニーズと提供体制のマッチングを検討する上
で必要な基礎データを集積・統合し、検討を進める
必要がある。 

本グループの目的は、ICT を活用した救急搬送に
関するコアレジストリシステムに、高齢者救急につ
いての多岐にわたる疾患を網羅する病院到着後の医
療データを拡充した新たなレジストリを構築するこ
とである。 

 

Ｂ．研究方法 

本グループの目的は、救急医療ニーズの多くを占
める高齢者救急医療の実態把握に必要な項目の検討
と既存のレジストリの状況についての調査を行い、
高齢者救急医療データベースの構築と運用方法を検
討、システムの概要設計を行うことである。 

コアレジストリグループにて、心筋梗塞、脳卒中、
病院前心停止等の重症循環器疾患等についてコアと
なる共通のレジストリシステム・ネットワークを構
築した。このシステムでは ICD-10 分類に基づき救急
搬送される傷病者を区分けし、網羅的に症例登録が
出来るようになっている。 

本グループでは、過去の論文のレビューならびに
グループ内でのディスカッションを重ねて、高齢者
救急のニーズに必要と考えられる追加項目を設定し、
コアレジストリシステムと統合したデータベースと
なるようにシステムを再構築した。 

 

Ｃ．研究結果 

 コアレジストリに、追加項目として、「独居」・
「転倒」を追加した(資料参照)。高齢者に多い疾患
である、骨折を含む外傷や肺炎などの疾患について
は、コアレジストリ項目のICD-10分類に基づいた疾
病コードから取得することとした。 

 これらの追加項目は、コアレジストリ項目ととも
にデータサーバに集積されていくが、高齢者に特化
したレポーティングシステムも同時に構築した。 

2年目となるH26年度は、大阪府泉州地域（人口90
万人）にて、PSを開始し症例の集積を進めた。大阪
府泉州地域8施設のうち研究参加への同意が得られ
た4施設で2015年1月から先行して症例の集積を開始
した。2015年1月から4月までに登録された552症例
の中で65歳以上の高齢者は397例、72.0％であった。
本研究では、高齢者の社会環境・受傷機転を反映す
る項目として「独居に該当」「転倒による受傷」項
目を設定しており、65歳以上で独居に該当した症例
は397例中53例、13.4％で、転倒による受傷症例は
397例中74例、18.6％であった。 

合わせて大阪府堺市でのPS開始の準備も進めた。 

Ｄ．考察 

 本グループでは、高齢者救急の実態把握を目的と
して、コアレジストリに追加項目を設定し、その分
析レポーティングシステムを構築した。 

高齢者救急実態を把握する上で、本グループは特
に「独居」・「転倒」を設定した。高齢者救急医療
を考えるうえで、死亡に至るまでの期間において高
齢者がいかにADLを高く保ったまま過ごせるかが医
療における重要な課題あるかは言うまでもない。 

高齢者「独居」は、新聞などのメディアでも孤独
死とて報道されているように、地域行政としても対
策を取るべき重要な問題である。独居問題は、研究
的課題だけでなく、直接的な医療・介護に関わるも
のである。実際、心筋梗塞後の独居はその予後を明
らかに悪化させ、特にその状況は高齢者でさらに顕
在化することが明らかである(下記の研究発表参照)。
それゆえ、この項目設定は地域医療行政ニーズを考
えるうえでも有用な項目であると考える。 

また高齢者「転倒」は、救急搬送ならびにウォー
クインに来院するcommon diseaseであり、全体に占
める割合も多い。その一方で、高齢者の大腿頸部骨
折などは、入院を伴う大規模な手術が必要であり、
医療費に占める割合も高い。骨折による高齢者の入
院はリハビリを含めて長期になることも多く、身体
機能の低下ばかりでなく、認知機能の低下に影響を
及ぼすことが知られている。それゆえ、高齢者の転
倒・骨折の実態を把握し、その転帰を評価すること
もまた高齢者救急医療行政に直結すると考える。 
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今回の研究では独居症例は65歳以上の症例の
13.4％を占めており、独居症例と独居ではない症例
で28日後生存症例における転帰を比較検討した。独
居症例 53例の中で28日後生存例は49例、92.5％で、
その転帰の内訳は自宅退院例 25例（47.2%）、施設
入所例 2例（3.8%）、他医療機関転院例 6例（11.3%）、
自院入院中症例 16例（30.2％）であった。一方で、
独居ではなかった症例 344例の中で28日後生存例は
306例、89.0％で、その転帰の内訳は自宅退院例 128
例（37.2%）、施設入所例 15例（4.4%）、他医療機
関転院例 47例（13.7%）、自院入院中症例 113例
（32.8％）、転帰不明例 3例（0.9％）であった。2
群を比較してみても生存例における転帰には大きな
違いは認められなかった。 

入院契機が転倒であった症例と転倒ではなかった
症例で28日後生存症例における転帰を比較検討した。
転倒症例 74例の中で28日後生存例は72例、97.3％で、
その転帰の内訳は自宅退院例 14例（18.9%）、施設
入所例 6例（8.1%）、他医療機関転院例 20例（27.0%）、
自院入院中症例 32例（43.2％）であった。一方で、
転倒ではなかった症例 323例の中で28日後生存例は
283例、87.6％で、その転帰の内訳は自宅退院例 139
例（43.0%）、施設入所例 11例（3.4%）、他医療機
関転院例 33例（10.2%）、自院入院中症例 97例
（30.0％）、転帰不明例 3例（0.9％）であった。2
群を比較すると、転倒症例における28日後生存症例
では転倒ではなかった症例と比較し、自宅退院例が
少なく他医療機関転院例、自院入院中症例が多く認
められた。 

以上より先行した症例の集積を解析した結果、高
齢者の救急搬送の特徴である、「独居」「転倒」に
ついて、独居要因では28日後転帰に大きくは差は認
められなかったが、転倒要因は長期入院のリスク要
因であることが確認された。 

これまでの研究では、網羅的に高齢者救急の特徴
と転帰の実態を把握できていなかった。この集積し
たデータベースは、新たに開発したレポーティング
システムにより、有機的かつ効率的に分析できるシ
ステムとなっており、利用可価値が高いものであり、
本システムは消防救急ベースの実態把握として、高
齢者救急の行政ならびに医療の改善に貢献できるは
ずである。 

 

Ｅ．結論 

高齢者に対する救急医療の提供、治療の評価が可能
なコアレジストリを構築し、パイロットエリアにて、
症例の集積を進めた。 

 

Ｆ．研究発表 

1.  論文発表 

Kitamura T, Morita S, Kiyohara K, Nishiyama C, Kajino K, 
Sakai T, Nishiuchi T, Hayashi Y, Shimazu T, Iwami T, for 
the Utstein Osaka Project. Trends in survival among 
elderly patients with out-of-hospital cardiac arrest: a 
prospective, population-based observation from 1999 to 
2011 in Osaka. Resuscitation 2014;85(11):1432-1438. 

 

2.  学会発表 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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厚⽣労働省科学研究費補助⾦事業 循環器疾患・糖尿病等⽣活習慣病対策総合研究事業 
（重症循環器疾患等に関する医療内容の評価に資するデータレジストリシステムの構築）研究班 

データレジストリ運用開始後アンケート調査 
  
 この度は厚労科研補助⾦事業 データレジストリ構築研究班の研究事業にご理解とご協⼒を賜り、誠にありがとうございま
す。 
 研究班では、重症循環器疾患・糖尿病等⽣活習慣病対策の⼀環として地域網羅的な実態調査が必要と考えデータレ
ジストリ構築に関する研究を⾏ってまいりました。本研究をもとに⽇本国内でデータを収集するためには、データ登録を⾏いや
すいレジストリシステムの構築が不可⽋と考えております。 
 つきましては、今回の研究事業にご参加いただいたみなさまからデータレジストリシステムについてアンケート調査をさせていた
だき、レジストリシステムの問題点の抽出ならびに改善を踏まえ、全国展開していくべくご協⼒をお願いしたく存じます。 
 大変お忙しいところ誠に恐縮ですが、下記アンケートにご記入いただき研究班事務局までメールまたは FAX でのご返信をお
願いできますでしょうか。 
 どうぞよろしくお願いいたします。 

 2015年 ４月２１日 
 代表研究者 嶋津岳士 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



 
 

厚労科研 重症循環器対策事業 データレジストリ構築研究班 
データレジストリ運用開始後アンケート調査 

＜別紙のアンケートにご回答ください。該当する項目に○をしてください。空欄は自由記載です。＞ 
-------------------------------------------------------------------------------------------- 
・施設名称（                                                    ） 
○ご自身についてお尋ねします。 
・年齢 （         ）歳                ・性別    男性     ⼥性 
 
・職業；該当する項目を選択する、もしくは○で囲ってください 

 
医師 / 看護師 / 診療情報管理⼠ / 事務職員 / その他（               ） 

 
○本レジストリの⼊⼒⼿段についてお尋ねします。 
・⼊⼒⼿段はいずれでしょうか。該当する⽅法を選択してください。 
 
（      ）FAX OCRで記載、送付する。  
（      ）webシステムに直接⼊⼒する。 
 
・ご⾃⾝で⼊⼒または記載した件数は何件でしょうか。（直近1 か月） 

340（                ）件 ・ 341（                ）件 
 
・⼊⼒または記載に係る時間はどれくらい要しますか。⼊⼒・記載⽅法を選択する、もしくは○で囲って、1 件あたりの⼊⼒
に必要な時間を記載してください。（運用されていない方法については未記入で結構です。） 

webに直接⼊⼒        １件あたり 概ね（              ）分 
 

FAX OCR「３４０」に記入 １件あたり 概ね（              ）分 
 

FAX OCR「３４１」に記入 １件あたり 概ね（              ）分 
 
・⼊⼒または記載作業はどこで⾏いますか。該当する項⽬を選択してください。（複数選択可） 
（      ）救急処置室  
（      ）（医事課などの）事務室 
（      ）カルテ管理室 
（      ）カンファレンス室 
（      ）その他（                                             ） 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
・いつ⼊⼒または記載しますか。該当する項⽬をチェックしてください。 
（      ）症例ごとに患者搬送した直後から記載・⼊⼒する。  
（      ）症例ごとに患者退院時にまとめて記載・⼊⼒する。 
（      ）定期的に（⼀週間あるいは⼀か⽉の症例をまとめて等）記載・⼊⼒する。 
（      ）その他（                                      ） 
 
  ⇒その他を選択された場合、具体的な方法を教えてください。 
（                                                         ） 
 
・患者に関する情報はどこから検索し、⼊⼒または記載しますか。該当する項⽬をチェックしてください。 
（複数選択可） 
（      ）電子カルテ  
（      ）DPCデータ 
（      ）紙カルテ 
（      ）専⽤のデータベース症例台帳（Microsoft Access やFile Maker等で作成したもの） 
（      ）その他（                                      ） 
 ⇒複数選択された場合、具体的理由を教えてください。 
（                                                         ） 
 
・FAX OCR 用紙（別紙）の中で、記載するために調べることが困難な項目に「×（バツ）印」をつけてください。別紙
の FAX OCR用紙に実際に記載してください。 
 
○レジストリシステム、⼊⼒⽅法、⼊⼒要領の記載などについて改善すべき点について教えてください。 
 
 
 
○その他、何かご意⾒があれば記載してください。 
 
 

ご協⼒ありがとうございました。 
厚⽣労働省科学研究費補助⾦事業 循環器疾患・糖尿病等⽣活習慣病対策総合研究事業 
 重症循環器疾患等に関する医療内容の評価に資するデータレジストリシステムの構築研究班  

事務局；大阪大学医学部附属病院 ⾼度救命救急センター 片山・吉矢 
京都⼤学健康科学センター予防医療学 畠⼭・⽯⾒ 

メールアドレス: jacutejimukyoku@mail2.adm.kyoto-u.ac.jp 
FAX番号：06-6879-5720                              

 



資料② 

 (研究目的) 

レジストリの登録には種々の方法があるが、

症例登録者の負担を軽減することは、質の高

い症例データを多く収集するために重要な点

の一つである。DPC 参加病院であれば、DPC

の各様式を月ごとに取りまとめ提出しているた

め、この様式を利用することができれば、多数

の症例をまとめて登録することが可能となる利

点がある。ただし、本レジストリの項目がすべて

DPC 様式には含まれてはいないこと、DPC デ

ータを取り扱う際の手続きやデータ変換がかえ

って煩雑かもしれないというデメリットも予想で

きる。 

DPC の各様式のうち、診療データは様式

1(診療録情報)、E ファイル(診療明細情報)、F

ファイル(行為明細情報)を用いるとレセプトデ

ータについては網羅される(図 1)。様式 1 は 1

入院が 1レコード(表形式にした際の 1行)の構

成となっており、よく診療科等で作成されてい

る症例データベースの感覚に近く、項目数も

限られているため取り回しに困難がない。E フ

ァイル、F ファイルは行為ごとに 1 行となってい

るため、1 症例について行為別に多数行に記

録されることからレコード数が膨大で、様式 1 と

関連付けてデータベースを整理しなくてはなら

ず(図 2)、慣れないと解析困難である。 

まずはもっともシンプルな様式 1 のみを用い

て、レジストリ項目のどれくらいが網羅され、そ

の手間がどれくらいかかるのか知るために実際

の様式 1 ファイルからの症例抽出を試行した。 

 

(研究方法) 

研究班の分担研究者の施設のうちの 1つに

おける、平成 26年 1月退院分の DPC様式フ

ァイルの出力を事務部門に依頼した。様式 1フ

ァイル(テキストファイル)を、市販データベース

アプリケーションであるMicrosoft Access®2013

にインポートした。入院主病名の項をソートし

たうえで、任意の脳卒中症例のレコードを見な

がら、重症救急疾患レジストリ書式■３４０■、

■３４１■の各項目について、記入を試みた。

各段階に要する時間を記録した。 

なお、本研究を行うに当たっては、個人が特

定されないように十分な配慮を行った。 

(結果) 

① DPC データファイル出力の依頼からファイ

ルの閲覧まで 

事務部門へのDPCデータファイル出力の依

頼から実際に出力されるまでの時間は、デー

タの並べ替えや抽出を要さない場合、1 日以

内であった。 

② DPC 様式 1 フ ァ イルか ら Microsoft 

Access®2013にインポートするまで 

 様式 1 ファイルのみであれば、テーブル間の

リレーションの設定等は必要ないため、データ

型(日付型)の設定に 10～20 分要したものの、

それ以上の時間や手間を要しなかった。1 か

月ごとに 1 ファイルとなっているため、2か月以

上分を 1 テーブルに取り込む際には、様式 1

ファイル同士をつなげて大きなテキストファイル

を作成してからインポートするか、1 つずつデ

ータベーステーブルに追加していくかどちらか

の手間を要する。 

 様式 1を取り込んだMicrosoft Access®2013

のテーブル構造は図 3のようになる。 

 

③テーブルからのデータ抽出 

 様式 1 がインポートされたテーブルについて、

入院主病名コードでソートしたものの 1 部を図

4に示す。 



 
 

 
 

 脳疾患、心疾患、大血管疾患、外傷ほかの

カテゴリーに対して、テーブル側の主病名でソ

ートしておくと、各症例をまとめて見つけやす

い。例として図4でハイライトした症例(レコード)

について、重症救急疾患レジストリ登録シート

■３４０■■３４１■に記入していくと、図５で赤

文字に示すような項目が本テーブルからのみ

で記入可能であった。1 例に要する時間は 10

分未満で、診療録を参照する場合と変わらな

いか、それ以下と考えられた。ただし、青色で

示す項目については、直接診療録や救急搬

送記録を参照する必要がある。 

 

(考察) 

DPC 参加病院が 2000 を超え、特に急性期

を担う病院には参加病院が多い中、症例登録

の効率化可能性の検証を目的として、DPC デ

ータからの症例登録を行い、時間との手間に

ついて記録した。 

様式 1、E ファイル、F ファイルの 3つを組み

合わせると診療行為を含めたかなりきめ細か

い情報が得られるものの、リレーションを組む

には多少の経験を要し、時間もかかる。様式 1

はシンプルな 1入院 1行(レコード)の表形式デ

ータベースであるので、症例ごとのレジストリと

は親和性がよい。ファイルの出力、データベー

スへのインポートにはほとんど時間と手間はか

からず、症例登録への可能性が示唆された。 

DPC データは医事データそのものであるの

で、データを取りまとめする事務局が、各施設

から直接回収して、事務局で抽出、ソートなど

を行うためには、情報管理面等で個人情報の

取り扱いに関する相当の配慮や同意取得が必

要となると考えられる。一方、診療を行った施

設内で DPC データからの症例抽出を行えて、

レジストリ登録の省力化が図れるようであれば

非常に有用である。本検証により、データのイ

ンポートのところにもう少し自動化を組み込め

るようにできれば、各施設で簡単に利用できる

だろうということが見込まれた。 

■３４０■■３４１■の各項目の中で、様式１

から吸い上げられない項目は、 

・時刻関係 

・発症日時 

・正確な既往歴 

・来院時の血圧 

と、予想よりも少ない項目であった。 

様式 1 は少しずつ改訂されており、喫煙の

有無や、退院時情報や退院時の状況、意識レ

ベルなど、有用な項目が多く含まれるようにな

った。既往歴については高血圧、糖尿病、高

脂血症など、副傷病に登録されていれば拾い

出すことは可能であるが、必ずしも入力されて

いるとは限らないようである。一方、喫煙に関し

ては喫煙指数の項目が独立しているため、登

録の質は高いと思われる。 

他の問題として、主病名が診療中に変更さ

れるような場合がある。例えば脳卒中の経過中

に肺炎治療が長くなったり、敗血症に医療資

源をもっとも投入したりということになると、肺炎

や敗血症でコードされることから、副傷病まで

チェックをうまく行わなければ、網羅性が危ぶ

まれることになる。 

そのような問題が残るにせよ、少なからぬ項

目が様式 1 から記載できた。個人情報保護の

観点からは、各施設での抽出が進むような仕

組みが望ましい。 

 



 
 

 
 

(結論) 

(1) DPC様式1データが、レジストリ登録の助け

になるか検証した。 

(2) 様式１のみであれば、データベースへの取

り込み/変換にはほとんど手間がかからないこと

が判明した。 

(3) 時刻関係、発症日時、正確な既往歴、来

院時の血圧等のデータは様式 1 から得るのは

困難であるが、少なからぬ項目のデータが様

式 1から拾い上げられ、登録の効率化/省力化

に資すると考えられた。 

 



 
 

 
 

(図 1) DPCデータ様式 1、Eファイル、Fファイルの概要 

 

 



 
 

 
 

 
(図 2) データベースアプリケーションにおける、様式 1ファイル、Eファイル、Fファイル利用のため
のリレーションシップ構築の例 
 

 
 
 



 
 

 
 

 
(図 3) 様式 1ファイルをインポートした際のテーブル構造 
 

 
 



 
 

 
 

 
(図 4) データベースアプリケーションに様式 1ファイルをインポートしたテーブル 
 

 

 



 
 

 
 

 
(図 5)様式 1 ファイルをインポートしたテーブルの情報のみから、レジストリ様式に記入した例(図 4
のハイライトした行の症例) 
赤字：インポートしたテーブルの情報のみから記入できた項目データ 
青線： 様式 1からのみでは記入困難であった項目 
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Ⅰ．海外出張の概要 

 1. 目的 

1)American Heart Association's Scientific Sessions 2014および Resuscitation Science Symposium

に参加することで蘇生科学に関する最新知見を得ると共に、他国の研究者とともに意見

交換を行う。 

2)High-quality CPRの研究を行っておられるアリゾナ大学 Ben Bobrow教授を訪問し、アリ

ゾナ大学と連携して、救急活動と情報提供を行っているフェニックス市の消防機関を視

察し、データ収集の方法、実務への反映方法について意見交換を行う。 

3) 病院前の救急隊記録と病院到着後の患者情報を連結し研究を行っておられる Graham 

Nichol教授、Mickey Isenberg教授および、シアトル市キングカウンティ郡の消防機関を

視察し、情報収集・意見交換を行う。 

 

 2. 出張者 

   1)石見 拓 京都大学 環境安全保健機構・健康管理部門 

   2)吉矢和久 大阪大学医学部附属病院 高度救命救急センター 

   3)松野 亨 大阪市消防局 救急部救急課 

   4)西山知佳 京都大学大学院医学研究科 人間健康科学系専攻 クリティカルケア看護学分野 

   5)片山祐介 大阪大学医学部附属病院 高度救命救急センター 

   6)島本大也 京都大学大学院医学研究科 社会健康医学系専攻 予防医療学分野 

 

 3. 日程および訪問機関 

   1)平成 26年 11月 15日～11月 18日 

    AHA Scientific Sessions 2014, Resuscitation Symposium at McCormick Place, Chicago, IL 

   2)平成 26年 11月 18日～11月 20日 

    University of Arizona, Phoenix, AZ  

   3)平成 26年 11月 20日～11月 22日 

    University of Washington Harborview Center for Prehospital Emergency Care, Seattle, WA 

    Seattle King County, Seattle, WA 

 

Ⅱ．各訪問機関先で得た情報 

 1. AHA Scientific Sessions 2014, Resuscitation Symposium 

  病院前および病院到着後の治療経過を合わせて検証を行っている研究が多くみられ、その領

域への関心の高さが伺えた。具体的には、心筋虚血の発生から再灌流までの時間と転帰を検証

した研究や、入院した時間と低体温療法の施行割合及びその転帰の検討を行った研究、糖尿病

と低体温療法の効果との関係を調査した研究等であり、現在構築を進めている我々のレジスト

リから得られる結果を解析する際の参考となった。それらと照らし合わせても、現在研究班で

構築しているレジストリで収集している項目の妥当性は高いと考えられた。また、報告の中に

は日本人を対象とした研究は無く、かつ、単施設のみの結果を解析している研究が主であった



 

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

改めて確認する事ができた。

 

2. Guardian Medical Transport

1)訪問日：平成

  訪問場所：

  訪問機関先参加者：

内容：

Ariz

動のフィードバックの実情を調査した。

と患者搬送を担っている私的

Battalion 

いるのかを調査してきた

上がっていく）。

場に

き評価をしている。

の Paramedic

動から離れ、現場

きである。

現場でのフィードバックは

プリ

を搬送した後、ただちに

Chief

分○

圧迫は

記憶が新しい間にタイムリーに

実際に救急車に装備されている

County EMS Cardiac Arrest Checklist

 

2)訪問日：平成

  訪問場所：

  訪問機関先参加者：

内容：

Arizona

Medical Services and Trauma System

の心停止事案

管理ならびに救急隊員へのフィードバックを行っ

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

改めて確認する事ができた。

Guardian Medical Transport

訪問日：平成 26

訪問場所：Guardian Medical Transport

訪問機関先参加者：

内容： 

rizona州北部に位置する

動のフィードバックの実情を調査した。

と患者搬送を担っている私的

Battalion Chief

いるのかを調査してきた

上がっていく）。

場に専用車で向い

評価をしている。

Paramedicが

動から離れ、現場

きである。 

現場でのフィードバックは

プリンターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

を搬送した後、ただちに

Chiefが活動した救急隊

○秒からの初めの胸骨圧迫は

圧迫は Chad、ここで胸骨圧迫が何もなされてないのは

記憶が新しい間にタイムリーに

実際に救急車に装備されている

County EMS Cardiac Arrest Checklist

訪問日：平成 26

訪問場所：Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Emergency Medicine Services and Trauma System

訪問機関先参加者：

内容： 

Arizona 健康

Medical Services and Trauma System

心停止事案や外傷事案

管理ならびに救急隊員へのフィードバックを行っ

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

改めて確認する事ができた。

Guardian Medical Transport及び

26年 11月 19

Guardian Medical Transport

訪問機関先参加者：Battalion Chief, Paramedic Isabelle Deslau

北部に位置する

動のフィードバックの実情を調査した。

と患者搬送を担っている私的

Chiefの Isabelle

いるのかを調査してきた（

上がっていく）。毎日必ず

専用車で向い、現場の統括を行うと同時に、救急隊の活動状況

評価をしている。現場には

が現場活動にあたるという。

動から離れ、現場での救急隊の活動

現場でのフィードバックは

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

を搬送した後、ただちに AED

が活動した救急隊員と

秒からの初めの胸骨圧迫は

、ここで胸骨圧迫が何もなされてないのは

記憶が新しい間にタイムリーに

実際に救急車に装備されている

County EMS Cardiac Arrest Checklist

26年 11月 19

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

mergency Medicine Services and Trauma System

訪問機関先参加者：Mrs. Margaret J. Mullins, Mrs. Robyn A. McDannold

健康福祉部の

Medical Services and Trauma System

や外傷事案含めた

管理ならびに救急隊員へのフィードバックを行っ

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

改めて確認する事ができた。 

及び University of Arizona

19日（水） 

Guardian Medical Transport 

Battalion Chief, Paramedic Isabelle Deslau

北部に位置する Flagstaffの

動のフィードバックの実情を調査した。

と患者搬送を担っている私的消防機関である。

Isabelleより、救急活動現場で実際どのように救急隊の活動

（EMT→Paramedic→Captain→Battalion 

毎日必ず 1名の Battalion Chief

、現場の統括を行うと同時に、救急隊の活動状況

現場には最低 3名

現場活動にあたるという。

での救急隊の活動評価と

現場でのフィードバックは傷病者の病院搬送が終了次第行われていた。

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

AEDに保存されている

とともに検証

秒からの初めの胸骨圧迫は Aaron、

、ここで胸骨圧迫が何もなされてないのは

記憶が新しい間にタイムリーにフィードバックを行っていたことが

実際に救急車に装備されている PC、

County EMS Cardiac Arrest Checklist参照）

19日（水） 

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

mergency Medicine Services and Trauma System

Mrs. Margaret J. Mullins, Mrs. Robyn A. McDannold

福祉部の Bureau of Emergency 

Medical Services and Trauma Systemでは、

含めた救急事案の

管理ならびに救急隊員へのフィードバックを行っ
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ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

University of Arizona

 

 

Battalion Chief, Paramedic Isabelle Deslau

の Guardian Medical Transport

動のフィードバックの実情を調査した。GMTは Flagstaff Medical 

機関である。 

より、救急活動現場で実際どのように救急隊の活動

EMT→Paramedic→Captain→Battalion 

Battalion Chiefが任務についており、

、現場の統括を行うと同時に、救急隊の活動状況

名の Paramedic

現場活動にあたるという。日本と比べて、人材が豊富であ

評価とそのフィードバックに徹するという点は特筆すべ

傷病者の病院搬送が終了次第行われていた。

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

に保存されている CPR

検証、フィードバック

、△分△秒からの胸骨圧迫は

、ここで胸骨圧迫が何もなされてないのは

フィードバックを行っていたことが

、AED、プリンターなどの見学も行った

参照）。 

 

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

mergency Medicine Services and Trauma System

Mrs. Margaret J. Mullins, Mrs. Robyn A. McDannold

Bureau of Emergency 

では、Arizona州

救急事案のデータ

管理ならびに救急隊員へのフィードバックを行っ

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

University of Arizona 

Battalion Chief, Paramedic Isabelle Deslauriers

Guardian Medical Transport

Flagstaff Medical 

より、救急活動現場で実際どのように救急隊の活動

EMT→Paramedic→Captain→Battalion 

が任務についており、

、現場の統括を行うと同時に、救急隊の活動状況

Paramedicが出動するが、最大

日本と比べて、人材が豊富であ

フィードバックに徹するという点は特筆すべ

傷病者の病院搬送が終了次第行われていた。

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

CPRや心電図波形の情報を

、フィードバックを行っていた。波形を見ながら、

秒からの胸骨圧迫は

、ここで胸骨圧迫が何もなされてないのは××を行っていたため等々。

フィードバックを行っていたことが

、プリンターなどの見学も行った

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

mergency Medicine Services and Trauma System 

Mrs. Margaret J. Mullins, Mrs. Robyn A. McDannold

Bureau of Emergency 

州

データ

管理ならびに救急隊員へのフィードバックを行っ

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

riers 

Guardian Medical Transport（GMT）で救急隊の現場活

Flagstaff Medical Centerに属し、病院前救護

より、救急活動現場で実際どのように救急隊の活動

EMT→Paramedic→Captain→Battalion Chief→Director

が任務についており、全て

、現場の統括を行うと同時に、救急隊の活動状況をチェックリスト

が出動するが、最大 10

日本と比べて、人材が豊富であ

フィードバックに徹するという点は特筆すべ

傷病者の病院搬送が終了次第行われていた。

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

や心電図波形の情報を

を行っていた。波形を見ながら、

秒からの胸骨圧迫は Bill、□

を行っていたため等々。

フィードバックを行っていたことがとても印象的であった。

、プリンターなどの見学も行った

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Mrs. Margaret J. Mullins, Mrs. Robyn A. McDannold 

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

）で救急隊の現場活

に属し、病院前救護

より、救急活動現場で実際どのように救急隊の活動評価を行って

Chief→Directorの順に役職が

全ての心停止事案で現

チェックリスト

10名、通常は

日本と比べて、人材が豊富であり、Chiefが現場活

フィードバックに徹するという点は特筆すべ

傷病者の病院搬送が終了次第行われていた。救急車内に

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

や心電図波形の情報を出力し、

を行っていた。波形を見ながら、

、□分□秒からの胸骨

を行っていたため等々。隊員たちの

とても印象的であった。

、プリンターなどの見学も行った（資料：

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

ため、日本において、一定の基準によって集められ、多くの施設を網羅したデータの必要性を

）で救急隊の現場活

に属し、病院前救護

評価を行って

の順に役職が

事案で現

チェックリストに基づ

通常は 5-6名

が現場活

フィードバックに徹するという点は特筆すべ

救急車内に PC と

ターがあり（ない場合は、搬送した先の病院のプリンターを使うことができる）、患者

出力し、Battalion 

を行っていた。波形を見ながら、○

秒からの胸骨

隊員たちの

とても印象的であった。 

（資料：Wake 

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 



 

ている。

ックしている

つ AED

ている。現場活動が終われば速やかに救急隊活動記録と

ンで送られ、それを

解析を行い、

クを行っていた。部署を担当している

視化」

急隊には、活動状況をグラフ

をフィードバック

 Arizona

Margaret 

約 1

へのフィードバックは

週間以内

いうちに

スピード感が求められていた。

 

3)訪問日：平成

  訪問場所：

  訪問機関先参加者：

内容：

救急救命士に対して指導を行う「指導

的立場の救急救命士」の養成にあたり、

アメリカでのその指導要員の存在の有無、

確保や育成の方法などの現状を調査した。

アメリカにおける

は、日本と大きく異なり、公立、私立、

パートタイムなど様々な教育課程があり、

また、その指導要員の確保や育成の方法

も様々である。代表的なものとしては、

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

することとなっている

  

 

いる。今回、現場救急隊活動記録や

ックしているの

AED（ZOLL X

ている。現場活動が終われば速やかに救急隊活動記録と

ンで送られ、それを

解析を行い、個々の症例で

クを行っていた。部署を担当している

視化」が重要であると

急隊には、活動状況をグラフ

をフィードバック

Arizona 州の心肺停止事案のデータ解析は

Margaret と Robyn

1時間程度要するとのこと

へのフィードバックは

週間以内行われていた

いうちにフィードバックする必要があるため

スピード感が求められていた。

訪問日：平成 26

訪問場所：Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Emergency Medicine Services and Trauma System

訪問機関先参加者：

内容： 

救急救命士に対して指導を行う「指導

的立場の救急救命士」の養成にあたり、

アメリカでのその指導要員の存在の有無、

確保や育成の方法などの現状を調査した。

アメリカにおける

は、日本と大きく異なり、公立、私立、

パートタイムなど様々な教育課程があり、

また、その指導要員の確保や育成の方法

も様々である。代表的なものとしては、

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

することとなっている

 

今回、現場救急隊活動記録や

のか調査するため訪問した。全ての

ZOLL X-series○R）を使用し

ている。現場活動が終われば速やかに救急隊活動記録と

ンで送られ、それを 1 例ずつ検証していた。

個々の症例で

クを行っていた。部署を担当している

であると強調

急隊には、活動状況をグラフ

をフィードバックしていた

州の心肺停止事案のデータ解析は

Robynの二名で行われており、

時間程度要するとのこと

へのフィードバックはデータが送られてきて

行われていた。ここでも、記憶が新し

フィードバックする必要があるため

スピード感が求められていた。

26年 11月 19

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Emergency Medicine Services and Trauma System

訪問機関先参加者：Mr. Douglas Crunk

救急救命士に対して指導を行う「指導

的立場の救急救命士」の養成にあたり、

アメリカでのその指導要員の存在の有無、

確保や育成の方法などの現状を調査した。

アメリカにおける Paramedic

は、日本と大きく異なり、公立、私立、

パートタイムなど様々な教育課程があり、

また、その指導要員の確保や育成の方法

も様々である。代表的なものとしては、

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

することとなっている。 

 

今回、現場救急隊活動記録や

するため訪問した。全ての

）を使用し CPR

ている。現場活動が終われば速やかに救急隊活動記録と

例ずつ検証していた。

個々の症例で CPRの質と問題点を速やかに抽出し、救

クを行っていた。部署を担当している

強調していた。実際、救

急隊には、活動状況をグラフで可視化したもの

していた。 

州の心肺停止事案のデータ解析は

名で行われており、

時間程度要するとのことであった

データが送られてきて

。ここでも、記憶が新し

フィードバックする必要があるため

スピード感が求められていた。 

19日（水） 

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Emergency Medicine Services and Trauma System

Mr. Douglas Crunk

救急救命士に対して指導を行う「指導

的立場の救急救命士」の養成にあたり、

アメリカでのその指導要員の存在の有無、

確保や育成の方法などの現状を調査した。

Paramedic の教育課程

は、日本と大きく異なり、公立、私立、

パートタイムなど様々な教育課程があり、

また、その指導要員の確保や育成の方法

も様々である。代表的なものとしては、

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講
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今回、現場救急隊活動記録や AEDのデータをどのように解析し、現場へフィードバ

するため訪問した。全ての

CPR中の心電図や胸骨圧迫の質に関するデータを記録し

ている。現場活動が終われば速やかに救急隊活動記録と

例ずつ検証していた。検証方法は、

と問題点を速やかに抽出し、救

クを行っていた。部署を担当している Margaretらは、

実際、救

したもの

州の心肺停止事案のデータ解析は

名で行われており、1例

であった。救急隊

データが送られてきて 1

。ここでも、記憶が新し

フィードバックする必要があるため、

 

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Emergency Medicine Services and Trauma System

Mr. Douglas Crunk他 5名の paramedic

救急救命士に対して指導を行う「指導

的立場の救急救命士」の養成にあたり、

アメリカでのその指導要員の存在の有無、

確保や育成の方法などの現状を調査した。

の教育課程

は、日本と大きく異なり、公立、私立、

パートタイムなど様々な教育課程があり、

また、その指導要員の確保や育成の方法

も様々である。代表的なものとしては、

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

のデータをどのように解析し、現場へフィードバ

するため訪問した。全ての paramedicは

中の心電図や胸骨圧迫の質に関するデータを記録し

ている。現場活動が終われば速やかに救急隊活動記録と AED

検証方法は、1

と問題点を速やかに抽出し、救

らは、第三者による客観的な評価

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

Emergency Medicine Services and Trauma System 

paramedic 

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

のデータをどのように解析し、現場へフィードバ

は CPR feedback device

中の心電図や胸骨圧迫の質に関するデータを記録し

AEDに記録されたデータはオンライ

1 例ずつ音声、波形、活動記録の

と問題点を速やかに抽出し、救急隊員へのフィードバッ

第三者による客観的な評価

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

のデータをどのように解析し、現場へフィードバ

CPR feedback device機能を持

中の心電図や胸骨圧迫の質に関するデータを記録し

に記録されたデータはオンライ

例ずつ音声、波形、活動記録の

急隊員へのフィードバッ

第三者による客観的な評価とその

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講

のデータをどのように解析し、現場へフィードバ

機能を持

中の心電図や胸骨圧迫の質に関するデータを記録し

に記録されたデータはオンライ

例ずつ音声、波形、活動記録の

急隊員へのフィードバッ

とその「可

Arizona Department of Health Services, Division of Public Health Services Bureau of 

指導的救急救命士も資格更新のために勤務しながら時間外のトレーニングコースなどを受講
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3. University of Washington Harborview Center for Prehospital Emergency Careおよび Seattle King county 

1)訪問日：平成 26年 11月 20日（木） 

  訪問場所：Seattle Fire Department Medic One Office  

  訪問機関先参加者：Captain Jonathan Larsen 

内容 

シアトル市消防 Medic one の歴史、救急システム、救急救命士の養成教育課程、救急救命

士の生涯教育、指令室の概要説明を聞いた（資料：Seattle Fire Department Medic One 2014参

照）。 

 シアトル市の救急システムは日本とは異なる。119 番通報があると、BLS 部隊（消防隊員

か救急隊員が同乗）がまず出動。119 番通報のうち指令員が緊急度・重症度を判断するプロ

トコルを用い、重症症例と判断した症例に関しては、ALS部隊（救急救命士が同乗）が、BLS

部隊に続いて出場する 2 段階式になっている。重症症例（例：心停止、大きな交通事故）で

は、2隊の BLS部隊と ALS部隊の合計 3隊で現場活動が実施されている。シアトル市の救命

率の高さは、こうした特殊な救急システムのみならず、市民による CPRの実施、救急現場に

駆け付けた消防士および救急隊による迅速な BLS（除細動含む）、救急救命士による質の高い

ALS、救急活動を評価しフィードバックする Quality Assurance システムに起因することが説

明されていた（Quality Assuranceについては後述）。 

 

2)訪問日：平成 26年 11月 21日（金） 

  訪問場所：Harborview Medical Center Maleng Building room 123 

  訪問機関先参加者：David Carlbom, MD, Director UW-HMC Paramedic Training Program 

  内容： 

UW-Harborview Paramedic Training Programについて説明を受けた。救急救命士には誰でも

なれるわけではく、選抜された優秀は救急隊から年間約 20名のみが育成される（少数精鋭主

義）。その教育課程は厳しく、合計 2750時間のトレーニング（うち座学は 500時間）が行わ

れている（例：気管挿管 45 人、325 人静脈確保、10 人中心静脈、15 人心停止現場での指揮

の経験を学生の間に経験しないといけない）。10 ケ月間の教育は、座学（classroom）から臨

床（Clinical）、そして現場（Field）と段階的に進められ、簡単な症例から複雑な症例へと経

験を積むように教育システムが組まれている。これら救急救命士の学生たちは、Harborview 

Medical Centerと Seattle Fire Departmentの両方に所属し、両機関が一丸となって学生の教育に

携わっていることも特徴的だと思われる。これら教育に要する費用は、一人約 210 万円（1

ドル 120円換算）であり（授業料は学生からは徴収しない）、全て市民からの寄付金（Medic one 

foundation  http://www.mediconefoundation.org/）により支えられている。 

また、既に救急救命士の資格を有している人に対しても、演習、実習、講義、評価などで

構成された年間 100 時間の継続教育が実施されており、その質の維持に力をいれている（資

料：UW-Harborview Paramedic Training Program参照）。 
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 3)訪問日：平成 26年 11月 21日（金） 

  訪問場所：Seattle Fire Department Medic One Office 

  訪問機関先参加者：Michel Olsufka, RN 

  内容： 

Evaluation of paramedics/EMTs CPR skills (Quality assurance) について説明を受けた。シアト

ル市内で発生した全心原性心停止について、救急隊の活動記録、AEDの記録（音声、心電図、

胸骨圧迫波形）、指令室の記録（入電時間、出動時間など）、病院データ（治療記録）を一つ

のデータセットにし、事後評価が行われている。ダウンロードされた AED の記録を確認し、

何のために（例：挿管、心電図解析等）、何秒間胸骨圧迫が中断されているかを明確にし、そ

の後 Chest compression Fraction (CCF)を算出し、今回の処置で良かった点および改善点を記載

したレポートを作成し、全救急隊にフィードバックを行っている。なおこの作業を行ってい

るのは、説明をうけたリサーチナースのMichel Olsufka、最終評価は 2名の医師によって行わ

れる。CCFが 90%を下回った場合には、MCの医師との面談が行われ、指導を受けることに

なっている。約 1週間でこのレポートが作成され、返却されることになっている。 

リサーチナースの Michel Olsufka は、心停止患者の転帰を可能な限り追跡し、良い結果で

あろうと悪い結果であろうと患者の結果を救急隊にフィードバックする努力をしている。添

付のような Thank you letterを救命活動に携わった救急救命士に渡すこともあるようで、この

ように 1 例ずつ丁寧にフィードバックするシステムが日本においても導入されることを願う。 

 

4) 訪問日：平成 26年 11月 21日（金） 

  訪問場所：King County EMS Bldg 

  訪問機関先参加者：Michey Eisenberg, MD, PhD, Thomas D Rea, MD, PhD 

  内容 

厚労科研で構築しているデータレジストリの収集項目内容について議論。基本的な項目に

ついては十分であり、広く浅くデータを収集することに異議はなかった。データを入力する

病院側へのインセンティブについては質問が出されたので、大阪ではインセンティブを支払

っているが国レベルではインセンティブは現時点では検討されてない旨回答した。シアトル

では、心停止以外の疾患を対象とした、救急搬送事例の登録システムは行われていない。 

救急医療体制の評価に適している疾患や病態について議論したところ、嶋津班で行ってい

る重症循環器疾患（Stroke, ACS）に加えて、ショックを伴う外傷、アナフィラキシーショッ

ク、低血糖などが挙げられた。特に Paramedicが介入できる病態（hypovolemiaに対する輸液、

アナフィラキシーに対するエピペン、低血糖に対するブドウ糖投与など）が、救急医療体制

が機能しているか、または改善できるかを判別する良好な指標となりうるとアドバイスがあ

った。 

今後 Nationwideに展開する展望について質問がだされ、ウツタインプロジェクトも大阪か

らパイロットで初めて数年かけて全国展開していった、今回の取組についても方向性として

は数年かけて全国展開する方針で、厚労省など関係機関に働き掛けていると回答した。 
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